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主       文 

       １ 本件控訴を棄却する。 

       ２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 被控訴人の請求を棄却する。 

第２ 事案の概要 

１ 事案の要旨 

 本件は，原子爆弾に被爆し被爆者健康手帳の交付を受けている被控訴人

が，自らの慢性心不全について，原子爆弾被爆者に対する援護に関する法

律（平成６年法律第１１７号，以下「被爆者援護法」という。）１１条１

項の認定（以下「原爆症認定」という。）を厚生労働大臣（処分行政庁）

に申請したところ，処分行政庁がこれを却下したため，当該却下処分の取

消しを求めた事案である。原審では，被控訴人のほか５名の原告の行った

原爆症認定申請却下処分取消請求が併合された上で審理された。 

 原審が，被控訴人以外の１名の原告の一部の疾病に係る部分を除き，被

控訴人の請求を含む原告らの各請求をいずれも認容する判決（以下「原判

決」という。）をしたところ，控訴人が被控訴人に係る部分を不服として
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控訴を提起した。 

 ２ 関係法令の定め 

関係法令の定めは，原判決の「事実及び理由」の第２の１に記載のとおり

であるからこれを引用する。 

 ３ 前提事実 

前提事実は，原判決７頁１９行目の「本件訴え（」の次に「東京地方裁判

所同年（行ウ）」を加えるほかは，原判決の「事実及び理由」の第２の２の

うち被控訴人に係る部分（同 ， ア， ア）に記載のとおりであるからこ

れを引用する。なお，以下の原判決の引用では「原告甲」，「原告ら」及び

「原告等」を「被控訴人」，「被告」を「控訴人」とそれぞれ読み替える。 

 ４ 放射線に関する知見と原爆症認定審査の方針 

放射線に関する知見と原爆症認定審査の方針は，原判決の「事実及び理由」

の第２の３に記載のとおりであるからこれを引用する。 

５ 主な争点と当事者の主張 

 主な争点と当事者の主張は，下記 のとおり補正し，下記６及び７のと

おり当審における当事者の主張を付加するほかは，原判決の「事実及び理

由」の第２の４（ただし，⑶ないし⑺を除く）のとおりであるからこれを

引用する。 

 原判決の補正 

 ア 原判決２２頁２５行目の「，原告乙」から同２６行目の「丙」まで，

同２３頁１行目の「各」，「（原告乙」から同２行目の「心筋梗塞）」

まで，同行目の「，並びに」から同３行目の「（争点３）」までをそれ

ぞれ削る。 

 イ 原判決６８頁３行目の「争点２の１」を「争点２」と改める。 

６ 当審における控訴人の主張 

 原爆症認定に係る放射線起因性の判断基準（争点１）について 
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ア 判断の枠組みについて 

原判決は，放射性起因性の判断枠組みについて，「経験則に照らして全

証拠を総合検討し，原子爆弾の放射線が申請者である被爆者の負傷又は疾

病等を招来した関係を，通常人が疑いを差し挟まない程度に真実性の確信

を持ち得るものとして是認し得る高度の蓋然性が認められるか否かによっ

て，放射線起因性の要件が認められるか否かを判定すべきものである。」

とした上で，「①申請者の放射線への被曝の程度，②申請疾病等と放射線

被曝との一般的な関連性の有無及び程度，③申請者における当該疾病等の

具体的症状やその疾病の推移，当該疾病等に係る他の原因（危険因子）の

有無及び程度，申請者におけるその他の疾病に係る病歴（既往歴）などに

つき，科学的な経験則を基礎としてそれぞれ検討した上，上記の関係の有

無を総合的に判断することが，合理的であり，かつ理想的であるというこ

とができる。」と判示しているところ，このような判断枠組みは，基本的

に相当であると考える。 

しかしながら，原判決は，以下の述べるように，上記①ないし③の各考

慮要素を適切に評価・検討し，これらを慎重に総合考慮することができて

おらず，誤りを含んでいるものである。 

イ 申請者の放射線への被曝の程度について 

被曝の程度については，もとより原爆投下後７０年が経過した現時点に

おいて正確に測定することは不可能であるが，そうであるからといって，

科学的，合理的根拠なしに，いたずらに被曝の程度を過大視することは正

当とはいえない。ＤＳ０２は科学的緻密性及び厳密性の見地から信頼性が

高く，放射性降下物及び誘導放射線の被曝線量に占める割合は一般化でき

るほど大きくなく，内部被曝の影響は人体の健康への影響という観点から

重視する必要がないものであるから，これらのことを踏まえて放射線被曝

の程度を検討すべきである。 
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ウ 心筋梗塞及び狭心症と放射線被曝との一般的な関連性の有無及び程度に

ついて 

 循環器疾患や心疾患と放射線被曝との関連性 

ａ ＵＮＳＣＥＡＲ報告及びＩＣＲＰ勧告においては，循環器疾患や心

疾患と放射線被曝との関係について，疫学的知見に基づいて，関連性

が認められているが，「循環器疾患」は，脳卒中と心疾患を含む広い

概念であり，そのうちの「心疾患」も，動脈硬化性心疾患のほか，心

臓弁膜症，感染症に伴う心疾患及び原因不明の肺高血圧症等，明らか

に発生機序の異なる多種多様な疾患が含まれているのであるから，

「循環器疾患」という広い概念についての死亡率の調査をした疫学的

研究において放射線被曝と死亡率の上昇との間に有意な関連が認めら

れ，「心疾患」という種々の疾病を含む疾病分類についての発症率を

調査した疫学的研究において，放射線被曝と心疾患との間に関連性が

認められたとしても，それは，放射線被曝と循環器疾患又は心疾患に

含まれるいずれかの疾病との間に関連性が認められることを示すにす

ぎず，同じく循環器疾患又は心疾患に含まれる他の疾病との関係では，

放射線被曝と何ら関連性が認められていない可能性があるのであって，

放射線被曝と循環器疾患又は心疾患に含まれる全疾病との間に関連性

が認められたことを意味するものではない， 

したがって，上記の循環器疾患又は心疾患に係る疫学的知見をも

って，心筋梗塞や狭心症を含む虚血性心疾患の発症と放射線被曝との

間に関連性を認めることは科学的に誤りである。 

ｂ 仮に，心疾患に係る疫学的知見をもって，心筋梗塞と放射線被曝

との間に関連性が認められるとしても，ＵＮＳＣＥＡＲ報告及びＩ

ＣＲＰ勧告においては，少なくとも０．５グレイを上回る放射線被

曝を受けた場合について関連性が認められるとされているのであり，
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０．５グレイをしきい値とみることができるから，同値を下回る場

合には関連性は認められないというべきである。 

医療の現場においても，例えば，心臓カテーテル治療は，施術中

にＸ線の照射を行うことから，放射線防護の観点から，「循環器診

療における放射線被ばくに関するガイドライン」が設けられており，

そこでは，人体の各部への被曝の影響ごとにしきい値を設定して，

放射線被曝はこれを超えないよう管理しているのであって，しきい

値が存在することが前提とされているものであり，ガイドラインを

守っていて心疾患が発症したという事実は報告されていない。 

このように，仮に，心筋梗塞と放射線被曝との間に関連性を認め

るとしても，少なくとも０．５グレイを上回る放射線被曝を受けた

場合に限られるというべきであるから，万が一，狭心症と放射線被

曝との間に関連性を認めるとしても，同じく，少なくとも０．５グ

レイを上回る放射線被曝を受けた場合に限られるというべきである。 

 放射線被曝と狭心症との関連性 

ａ 安定狭心症と不安定狭心症との区別 

 狭心症には，安定狭心症と不安定狭心症との区別があるが，両者

は発生機序も病態も全く異なり，医学的に全く異なる疾病なので

あって，不安定狭心症は心筋梗塞と発生機序を同じくするのに対

し，安定狭心症は心筋梗塞とは全く異なる疾病であって，安定狭

心症が増悪しても心筋梗塞を発症することはないし，心筋梗塞の

前駆症状として安定狭心症を発症することもない。 

      ⒝ 不安定狭心症の発生機序は次のとおりである。まず，血管の内皮

が高血圧や高血糖，喫煙などの刺激により傷害を受け，ＬＤＬコ

レステロールが傷害を受けた内皮の間隙から内膜側に取り込まれ

酸化されることで酸化ＬＤＬとなり，これをマクロファージが取



 6 

り込んで泡沫細胞となって，その泡沫細胞やその他の細胞などが

集まって，粥腫（アテローム）と呼ばれるコレステロールが主体

の粥状の成分（脂質コア）が形成される。このような粥腫の形成

が見られる病変を粥腫性プラークというが，そのうち，大きな脂

質コア，脂質コアを覆う薄い線維性皮膜，マクロファージの浸潤

で構成されるものを「不安定プラーク」という。この不安定プラ

ークが突然破綻し，脂質コアが血管内に飛び出して血栓を形成し

て血管を急激に塞いでしまうことにより，血管が狭まって血流が

一部阻害されてしまうのが不安定狭心症である。血栓が血管を全

て塞いでしまい，血流が全くなくなって心筋壊死が起こるのが急

性心筋梗塞である。これら疾病を急性冠症候群ともいう。 

⒞ 他方，安定狭心症の発生機序は，血管内に長期間をかけてゆっく

りと，コレステロール成分（脂質コア）が極めて小さい，膠原繊

維成分に富む線維性プラークが肥厚することで形成される。この

線維性プラークを「安定プラーク」といい，線維性皮膜を脆弱化，

菲薄化するマクロファージがほとんど存在せず，徐々に進展・増

大することにより冠動脈内腔を狭小化し，心筋虚血を生じさせる

が，プラークが破綻することはなく，それによって引き起こされ

る血栓の形成もないので，心筋壊死を伴う心筋梗塞には移行しに

くい。徐々に血管が狭くなり，心臓に負荷がかかる運動を行った

ときに，血液の流れが心筋の血液需要に追い付かずに胸痛等の発

作が生じるというものである。 

⒟ 以上のとおり，不安定プラークが破綻して血栓が形成されて，こ

れが急速に血管を塞ぐことで発生する不安定狭心症と急性心筋梗

塞は発生機序を同じくするが，安定狭心症は，安定プラークが

徐々に進展・増大して，冠動脈内腔が狭小化して心筋虚血を生じ
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させはするが，心筋梗塞には結びつかない。 

 また，両者はその病態も異なるものである。安定狭心症は，慢性

冠動脈疾患に分類され，運動などの労作時に心臓の筋肉が酸素を

多く必要とした際に，血液の供給が追い付かず，一時的に心筋の

虚血状態をきたす労作性狭心症が典型で，他に冠動脈が一時的に

痙攣のような状態を起こすことによって生じる異型（冠攣縮性）

狭心症（冠攣縮によるものでプラークによる心筋梗塞とは異なる

病態となる）があり，これに対して，不安定狭心症は，プラーク

が破綻して血栓が形成されて血管を塞ぐので，狭心痛が安静・労

作を問わず，数分から２０分程度持続することになり，さらに，

血栓が冠動脈を完全に閉塞して心筋が壊死してしまうと心筋梗塞

となり，壊死した心筋は元に戻ることはない。当然，治療方法に

も違いが現れ，安定狭心症は，プラークが破綻することはないた

め病状が急速に悪化することなく，入院加療の時期を患者の社会

生活を考慮して決めることができるのに対し，不安定狭心症は，

プラークが突然破綻して血栓による冠動脈の閉塞が急速に発生す

る危険があるため，直ちに患者の精密検査及び治療が必要となる。 

ｂ 放射線被曝と狭心症，中でも安定狭心症との関連性 

   放射線被曝と心筋梗塞の発症との間に疫学的に関連性が認められ

るとしても，そのことから，そもそも放射線被曝といかなる狭心症

との間にも関連性があることが当然に認められるものではない。 

仮に，放射線被曝が心筋梗塞の発症過程における動脈硬化の形

成に何らかの形で寄与していたとしても，それは不安定狭心症に

おける不安定プラークの形成についてだけであって，上記ａのと

おり，これとは医学的に全く異なる疾病である安定狭心症の安定

プラークの形成に寄与したとはいえず，放射線被曝と安定狭心症
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との間に関連性があるとはいえない。 

放射線被曝についての心筋梗塞に関する疫学的知見から，放射

線被曝と安定狭心症との関連性を認めることはできない。 

⒝ 近年の動脈硬化モデル動物実験の結果（乙Ｄ①４５文献３）に

よれば，放射線照射は，細胞外基質の分解に関与するプロテアー

ゼ活性化酵素であるＭＭＰ－９の発現を有意に増加させたと報告

されているが，これは，冠動脈プラークの線維性皮膜を脆弱化，

菲薄化することに関連しているといわれているＭＭＰ－９が放射

線被曝によって活性化されることを示唆するものであり，放射線

被曝は，不安定プラークの形成や破綻に関連性があるといえると

しても，安定狭心症の発症には関連しないものである。 

⒞ 林報告（甲Ａ９８）によれば，原爆被爆者集団において，炎症

の指標と考えられるＣ－反応性蛋白（ＣＲＰ）とインターロイキ

ン－６（ＩＬ－６）の血漿中レベルと放射線被曝線量とは，ＣＲ

Ｐ及びＩＬ－６が被曝線量の上昇に伴って有意に上昇していると

されるが，上記報告は，そもそも，非被爆者群と比較したもので

はないから，原爆被爆者のＣＲＰ及びＩＬ－６の血漿中レベルが，

非被爆者と比べて高値となるか否かは定かではない。仮に，被曝

線量とＣＲＰ及びＩＬ－６の血漿中レベルとの間に一定の関連性

が認められるとしても，ＣＲＰ及びＩＬ－６はあくまで炎症の指

標であるから，被爆者の体内で，放射線被曝によって，何らかの

炎症が生じていることを示唆するにすぎず，この何らかの炎症と

動脈硬化の形成過程に介在するとされる炎症とを結び付ける根拠

は示されていないから，この報告をもって原爆被爆者において心

血管疾患のリスクが上昇していることが説明できるとするのは，

具体的な科学的根拠に基づかない推測というべきである。万が一，
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上記何らかの炎症が動脈硬化に伴う炎症反応の観察されたもので

あったとしても，それは不安定プラークの形成過程に介在する炎

症反応が観察されたものと考えられ，炎症反応を伴わない安定狭

心症の発症とは関係しないものと考えられる。 

  ⒟ 被控訴人は，放射線被曝が動脈硬化の進展を促進し，安定狭心症

も，心筋梗塞や不安定狭心症と同様に，動脈硬化に由来するから，

放射線被曝と安定狭心症との間に関連性が認められると主張し，

「原爆放射線の人体影響改訂版第２版」（甲Ａ６８２の２）及び

「赤星報告」（甲Ａ６０４）を上記主張の裏付けとして挙げる。し

かしながら，前者は，これが引用する澤田尚雄らによる報告（ＡＨ

Ｓ第６報），山田美智子らによる報告（乙Ｄ①６８）及びウエダら

による報告においては，放射線被曝との関連を検証するのに，大動

脈弓の石灰化及び脈波伝播速度（ＰＷＶ）を動脈硬化の非侵襲的指

標として用いており，動脈硬化の指標として最も標準とされる頸動

脈内膜中膜複合厚（ＩＭＴ）を用いておらず，かえって，前者中に

はＩＭＴと被曝線量の関連性は認められないとの記述もあるから，

裏付けとはならないものである。後者は，被曝の影響として，大動

脈弓の石灰化と網膜細動脈硬化が認められるとするが，大動脈弓の

石灰化については上記と同様に最も標準とされる指標ではなく，網

膜細動脈硬化についてもプラークの形成による動脈硬化とは機序の

異なる細動脈硬化であるから，やはり裏付けとはならない。冠動脈

の動脈硬化につき放射線被曝の影響を認めることはできないという

べきである。 

エ 現行の新審査の方針の内容を踏まえた検討について 

 現行の新審査の方針 

現行の新審査の方針における積極認定の考え方は，科学的知見を基本
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として総合的に考察することを基本としつつ，被爆者救済及び審査の迅

速化という観点に基づき，放射線被曝による健康影響についての科学的

知見が明らかでない範囲をも取り込む形で認定範囲を拡大したものであ

り，悪性腫瘍（固形がんなど），白血病，副甲状腺機能亢進症，心筋梗

塞，甲状腺機能低下症，慢性肝炎・肝硬変，放射線白内障（加齢性白内

障を除く）の７種類の疾病のカテゴリに該当する場合には，カテゴリの

中の各疾病を個別に厳密に見ると必ずしも放射線による健康影響を認め

るだけの科学的知見が存在するとはいえない疾病が含まれるとしても，

現在の科学的知見として，放射線被曝による健康影響が必ずしも明らか

ではない範囲も含めて，上記各疾病のカテゴリを３つに分けて，当該申

請疾病の放射線起因性を判断することとし，被爆地点や入市の状況とい

った被爆態様等についての積極認定の範囲を設定し，そのいずれかに該

当する者については，特段に反対する理由がない限り，当該申請と被曝

した放射線との関係を積極的に認定するとしたものである。 

     上記の方針の積極認定の対象や範囲から外れた場合 

現行の新審査の方針は，同方針の下において積極認定の対象となるも

のとして挙げられる上記７種類の疾病のカテゴリに該当するものの，被

爆態様等について積極認定の範囲外とされた場合や，そもそも上記カテ

ゴリに該当しない疾病に関しても，認定対象とする余地を認めているが，

その場合には，本則に戻り，上記 アの判断の枠組みに沿って，個別に

その放射線起因性を高度の蓋然性をもって認めることができるかを検討

すべきことになる。そしてこの場合には，疾病のカテゴリや被爆態様等

から積極認定の対象であり範囲内であるとされた場合よりも，放射線起

因性を認めるべき科学的根拠は一層乏しいこととなるから，放射線起因

性が認められるか否かは相当慎重に判断すべきことになる。 

   オ 放射線起因性の有無について総合的な判断材料について 
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     交絡因子と危険因子の関係 

原判決は，「加齢，性差，喫煙，肥満及び血圧による差を調整しても，

放射線被曝と心筋梗塞とが関連しているとの研究成果が認められる」と

して，あたかも交絡因子と危険因子が同義であるかのように解し，危険

因子が狭心症発症に与える影響が小さいと判示するもののようであるが，

疫学論文における交絡因子の調整は，疫学的因果関係の証明の過程で行

われるものであるから，交絡因子を調整した結果，関連性に影響がなか

ったとしても，それは疫学的な意味を有するにとどまり，個別具体的な

因果関係の判断に直ちに妥当するものではない。すなわち，上記のよう

な関係が疫学的に認められたからといって，個別の被爆者についての各

申請疾病が放射線以外の危険因子によって発症した可能性は何ら否定さ

れるものではないから，本件においても，危険因子について実質的な評

価検討を行うべきである。 

 危険因子の評価検討の位置づけ 

放射線起因性の判断において，ある疾病と放射線被曝との間に関連性

があることを示す統計学的，疫学的知見等は，その判断における事実的

因果関係を肯定する方向に働く経験則の一つと位置付けられるが，その

性格上，因果関係肯定の蓋然性があることを示すものでしかありえない。

そうすると，放射線起因性の判断は，放射線被曝に特異的ではない疾病

が問題になっている場合にあっては，当該疾病の発症を招来する可能性

のある放射線被曝以外の一般的な発症原因（危険因子）についての評価

検討が必要であり，上記知見等が示す放射線被曝と疾病との関連性の程

度が低ければ，より強く，他の危険因子により発症した合理的可能性が

問題になるといわざるを得ない。 

このように他の原因が審理の対象となる場合，控訴人としては，反証

として，当該疾病の発症が専ら他原因によるものではないかとの疑いを
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抱かせる程度の立証をすれば足り，これに対して，被控訴人が本証とし

て，他原因の不存在を高度の蓋然性をもって立証する必要があるものと

解される。 

 被控訴人の慢性心不全の放射線起因性（争点２）について 

   ア 被控訴人の放射線被曝について 

     被控訴人の被爆態様等 

原判決で認定された事実関係によっても，被控訴人は，爆心地から約

４．２キロメートルという遠く離れた地点で被爆したものであって，初

期放射線による被曝の程度は僅かであり，爆心地から約５００メートル

地点まで入市したのも原爆投下４日後のことであって，誘導放射線によ

る被曝の程度も僅かであり，また，被控訴人には，急性放射線症候群と

みられる身体症状が現われていなかったのはもちろん，一般的な下痢や

脱毛等の身体症状の発現さえも認められないから，被控訴人の放射線の

被曝の程度は僅かであって，０．５グレイを上回るような被曝を受けた

とは認められない。 

     放射線による侵襲の影響を受けやすい素地 

原判決は，「（被控訴人は）頑健な体質ではないことや，原爆症認定

の対象となった胃がんと大腸がんに罹患していることに照らすと，放射

線による侵襲の影響を受けやすい素地があることがうかがわれ」と判示

しているが，これを，放射線の影響で治癒能力が低下していたというよ

うに放射線の影響そのものにつき認定したものと解するのは，放射線に

よる侵襲の影響を受けやすい素地という不明確な概念を用いて安易に放

射線起因性を認めるもので正当とはいえない。被控訴人は胃がんと大腸

がんについて原爆症認定を受けているが，後述のとおり，そのことは，

必ずしも，これら疾病が放射線被曝に起因するものであったことを意味

するわけではないし，頑健な体質でないことという事情があれば，放射
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線の影響を受けやすいといった科学的知見は見当たらず，それを裏付け

る科学的根拠も示されていないから，放射線の影響で治癒能力が低下し

ていたというように放射線の影響そのものを認めることはできないとい

うべきである。 

 胃がんと大腸かんの原爆症認定 

被控訴人の胃がん及び大腸がんは，いずれも現行の新審査の方針によ

り，被控訴人の入市状況が同方針の積極認定の範囲に含まれることとな

って，原爆症認定されるに至ったものであり，同方針は，被爆者救済及

び審査の迅速化の見地から，放射線被曝による健康影響が必ずしも明ら

かでない範囲も含めたものであることから，同方針に従って原爆症と行

政認定されたからといって，必ずしも放射線被曝による健康影響が科学

的に認められる程度の被曝をしていたとはいえない。また，胃がん及び

大腸がんといった固形がんについては，しきい値がないと考えられてお

り，そうすると，被曝の程度が小さくとも，固形がんが発症し得ると考

えられるが，心筋梗塞については，０．５グレイを下回る放射線被曝と

の間では有意な関連性があるとは考えられていないから，この点でも，

被控訴人が胃がんと大腸がんに罹患していることを根拠に，慢性心不全

（狭心症）についても放射線被曝による影響を受け得る程度の被曝を受

けていたということはできない。 

イ 被控訴人の慢性心不全（狭心症）について 

     診断基準から安定狭心症とみられること 

上記⑴ウ のとおり，心筋梗塞へと進行する不安定狭心症と進行しな

い安定狭心症とは，その発生機序及び病態が異なり，医学的に全く異な

る疾病というべきであるところ，不安定狭心症を識別する最も一般的な

診断基準とされる「ブラウンワールドの診断基準」には，重症度の分類

として，①最近２カ月以内に発症した狭心症で１日３回以上発作が頻発
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するか，軽労作で発作が起きる増悪型労作狭心症，②最近１か月以内に

１回以上の安静狭心症があるが，４８時間以内に発作を認めない亜急性

安静狭心症，③４８時間以内に１回以上の安静時発作を認める急性安静

狭心症のいずれかであることが示されており，同基準は，不安定狭心症

が生死にかかわる疾病であることから，不安定狭心症患者を見落とすこ

とがないよう，安定狭心症である可能性がある患者も含めて，重症度の

分類として拾い上げるよう設定されている。 

そして，被控訴人は，上記①～③のいずれにも当てはまらないのであ

り，これに当てはまらない以上，不安定狭心症である可能性は認められ

ない。 

     診療経過から安定狭心症とみられること 

被控訴人は，平成２１年から２４年にかけて，合計７回にわたり，武

蔵野赤十字病院に入院しているが，不安定狭心症と診断すべき特徴的な

症状である①安静時胸痛や呼吸困難の出現，②胸部症状出現しきい値の

低下，③症状の強度の増加についていずれも認められておらず，「不安

定狭心症」と診断されたことは一度もない。むしろ，平成２２年７月頃

から労作時の胸痛を自覚しており，胸痛は「早足で歩く」時や「重いも

のを持つ」時に再現性があり，典型的な安定狭心症である労作性狭心症

を疑われている。 

また，上記入院に際しては，①抗狭心症薬又は抗凝固薬の持続点滴，

②緊急カテーテル検査・ステント治療といった，担当医師が不安定狭心

症を疑った場合に行う治療行為がされておらず，かえって，安定狭心症

を念頭においた待機的な検査・治療が行われている。被控訴人が平成２

３年３月５日に急性うっ血性心不全で緊急入院した時も，冠動脈カテー

テル検査が行われたのは入院４日目の同月９日であり，経皮的冠動脈形

成術が行われたのは入院９日目の同月１４日であった。 
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さらに，被控訴人に対しては，平成２０年１２月から平成２２年１１

月までの間に，不安定狭心症の疑いがある場合や不安定狭心症と診断さ

れた場合には禁忌とされている負荷心筋核医学検査が繰り返し施行され

ている。 

不安定狭心症は，不安定プラークが破綻すると，血栓による冠動脈の

狭窄・閉塞が急速に進行し，急性心筋梗塞や突然死のおそれがあること

から，臨床医としては，不安定狭心症が疑われた場合は，患者を緊急入

院させ，迅速な検査及び治療を施す必要があるとされ，他方，安定狭心

症は，入院の時期を患者側の都合も考慮しながら決めてよいとされると

ころ，上記の診療経過をみると，少なくとも被控訴人の治療を担当した

医師は，被控訴人の狭心症を安定狭心症と認識していたこと明らかであ

る。 

 不安定狭心症とみる見解が誤っていること 

原判決は，被控訴人の一部の冠動脈の狭窄率が９０パーセントにも達

していることを根拠とし，安静時冠血流量にも問題があるから，不安定

狭心症であると判断しているが，これは，安静時に冠血流量が低下して

いるかどうかだけに着目するもので，不安定狭心症の発生機序や病態を

考えていない点で正当ではない。不安定狭心症は，冠動脈内に血栓が急

激に形成されて冠動脈内腔の狭窄が生じるという機序が特徴的なのであ

り，冠動脈の狭窄度は問わないのであって，被控訴人の狭窄率が９０パ

ーセントであったことは，必ずしも不安定狭心症であることを意味しな

いから，狭窄率を根拠に被控訴人の狭心症が不安定狭心症であるとする

のは正当とはいえない。 

また，Ａ医師は，原審において，「ステント手術も受け，ペースメー

カーも装着し，そして最終的にはバイパス手術まで受けている」ことを

根拠に，安定狭心症とみることはできないと証言するが，ステント手術
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（経皮的冠動脈形成術）やバイパス手術（冠動脈バイパス術）は，プラ

ークの破綻を伴わない，動脈硬化の進行により高度の冠動脈狭窄が生じ

た安定労作狭心症の治療方法としても一般的に行われているものである

し，ペースメーカーは，洞不全症候群や房室伝導障害といった不整脈の

治療に用いられるものであり，狭心症や心筋梗塞の直接的な治療として

用いられるものではないから，被控訴人に対して，上記の各治療が行わ

れていることをもって，安定狭心症とみることはできないと判断するこ

とも正当とはいえない。 

ウ 被控訴人における危険因子について 

被控訴人の慢性心不全は，以下のとおり，原爆放射線以外の危険因子が

原因となって発症したものとして合理的に説明できる。 

 高血圧 

被控訴人は，遅くとも平成７年１０月には，収縮期血圧が１４０ｍｍ

Ｈｇを超える高血圧の状態となり，平成２０年までは，ほとんどの診察

時に収縮期血圧が基準値である１４０ｍｍＨｇ以上だったものである。

また，平成１８年４月の心臓超音波検査で，左室肥大を指摘され，平成

２０年１１月の同検査でも，左室肥大を指摘されているところ，左室肥

大は高血圧の重症度を示す所見であるから，被控訴人は少なくとも平成

１８年には左室肥大を来すほどに，長期にわたり高血圧に罹患したとい

うべきである。そして，高血圧症を来した原因は，被控訴人の塩分過多

の食習慣や家族歴（遺伝）であると考えられるものである。 

高血圧により血管の壁や心臓へ圧力がかかると，血管や心臓の形態に

変化が生じて，血管内膜を傷害して粥腫（アテローム）の形成に影響を

与えたり，心肥大により心筋がより多くの酸素を必要とするようになっ

て，虚血性心疾患を起こしやすくなったりすると考えられ，疫学的にも

高血圧症が虚血性心疾患に影響を及ぼすことが報告されている。 
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 糖尿病 

被控訴人の空腹時血糖は，平成１２年４月に１３５ｍｇ／ｄｌ，同年

６月に１４０ｍｇ／ｄｌといずれも高値を示しており，遅くとも平成１

２年８月２日時点で，糖尿病の通院治療を受けていた。被控訴人の平成

１４年６月から平成１８年８月までの間について，糖尿病の血糖コント

ロールの指標であるＨｂＡ１ｃ（ＪＤＳ）値でみると，血糖コントロー

ルが良好とされる６．５％を概ね超えており，良好なコントロールが行

われていなかった。 

近年，糖尿病と診断されていなくても，耐糖能異常（境界型糖尿病）

が存在するだけで，十分な冠動脈リスクになり得ることが認知されてお

り，冠動脈の動脈硬化を抑制するためには，ＨｂＡ１ｃ値を相当程度の

低値に保つ必要があるとされ，耐糖能異常の者の脳卒中を含めた血管疾

病の危険率は正常耐糖能者より有意に高いとされている。 

     肥満 

被控訴人は，平成３年２月時点で，肥満度を示すＢＭＩ値が２５．８

であり，その後も，概ねＢＭＩ値は肥満の指標とされている２５を超え

ており，長期にわたり肥満の状態にあった。 

欧米諸国で行われた大規模疫学試験の結果，体重と心血管疾病発症に

は関連があると報告されており，わが国でもＢＭＩ値が２５ではＢＭＩ

値が２２に対して，冠動脈疾患を含めた健康障害についての相対危険度

が約２倍上昇することが報告されている。 

     加齢 

血流が血管壁への圧力などの負荷を長年にわたり徐々に与えることに

よる影響を無視することはできず，冠動脈のみならず全身の動脈におい

て，加齢により動脈硬化性の変化が認められることは極めて一般的であ

って，加齢による動脈硬化の進展は，病理学的に明らかである。虚血性
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心疾患の発症が高齢者において圧倒的に多く，特に７０歳以降でその発

症率がピークとなるとされている。 

被控訴人が冠動脈造影検査において虚血性心疾患と診断されたのは，

平成２１年１月であり，当時７５歳であった。年齢的に狭心症を発症す

るに十分なリスクを有しており，他の要因と複合することで容易に虚血

性心疾患を発症し得る状態であったといえる。 

 睡眠時無呼吸症候群 

被控訴人には，平成２１年８月以降，睡眠時無呼吸症候群の治療であ

るＣＰＡＰ（持続式陽圧呼吸療法）が開始されており，その頃には被控

訴人は睡眠時無呼吸症候群であったといえ，同症候群は突然に発症する

ものではないから，それより相当以前から睡眠時無呼吸症候群に罹患し

ていたとみられる。 

慢性虚血性心疾患の患者が睡眠時無呼吸症候群を併せて有する合併頻

度は約３５ないし４０パーセント程度であり，少なくとも睡眠時無呼吸

症候群を有する者は慢性虚血性心疾患に罹患している可能性が高く，睡

眠時無呼吸症候群を有している者は，有していない者と比較して，慢性

虚血性心疾患の罹患リスクが高いといえる。 

 喫煙 

被控訴人は，２０歳から３９歳又は４９歳に至るまで，１日１５ない

し２０本程度の喫煙をしていたものであり，狭心症発症以前に長期にわ

たる喫煙習慣を有していたものである。 

そして，たばこに含まれる一酸化炭素は，組織酸素欠乏を生じさせて，

動脈硬化を促進させ，また，活性酸素は，細胞の酸化過程や炎症に関与

し，冠動脈の内皮細胞を傷害し，虚血性心疾患を進行させるものとされ

ており，喫煙が冠動脈疾患に与える影響に関する病理学的機序は確立し

ている。また，疫学的研究によっても，１日１～２５本喫煙した場合の
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虚血性心疾患の相対危険率は２．１であり，２５本以上では２．９とな

るなどとされている。 

なお，禁煙による虚血性心疾患死亡の相対危険度は，喫煙を続けてい

る場合を１とすると，禁煙して１～４年で０．６，禁煙して１０～１４

年では０．５に減少するという研究結果の報告もあり，禁煙により過去

の喫煙による影響が軽減若しくは消失するとされている。しかしながら，

喫煙が血管に与える影響，すなわち，喫煙により血管の内皮が傷害され，

粥腫（アテローム）が形成されるという喫煙がもたらした影響が禁煙に

より消失するとは考えにくい。既に形成された血管内の粥腫が消失する

という報告はこれまでされていないものである。それゆえ，既に長期間

の喫煙によって粥腫が形成されていた場合に，それによる虚血性心疾患

の発症のリスクが，その後の禁煙により完全になくなるとは考えがたい。 

被控訴人も，狭心症の発症以前に長期間にわたり喫煙をしていたもの

であるから，当該喫煙によって既に冠動脈に粥腫が生じており，その後

の他の危険因子と相まって，当該粥腫が増悪し，狭心症に至ったものと

考えることができる。 

 重畳的な危険因子 

虚血性心疾患について，危険因子が複数存在すればするほど，動脈硬

化が加速的に速まることが医学的知見として判明しており，総コレステ

ロールに高血圧，喫煙，耐糖能異常（糖尿病），さらに心電図異常（左

室肥大）が加わるにつれ，心筋梗塞や狭心症などの心疾患の頻度が高く

なっていくとする研究結果もある。 

被控訴人の上記各危険因子を見ると，７５歳という高齢に加えて，心

室壁肥大を伴う長期間の高血圧，糖尿病，肥満，睡眠時無呼吸症候群及

び喫煙という危険因子を有していたものであるから，被控訴人が仮に被

爆者でなかったとしても，その狭心症の発症時に，上記各危険因子によ
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り同様に狭心症が発症していたと考えて，医学的に見て何らの不自然不

合理はない。 

７ 当審における被控訴人の主張 

 原爆症認定に係る放射線起因性の判断基準（争点１）について 

ア 判断の枠組みについて 

原判決は，「経験則に照らして全証拠を総合検討し，原子爆弾の放射線

が申請者である被爆者の負傷又は疾病等を招来した関係を，通常人が疑い

を差し挟まない程度に真実性の確信を持ち得るものとして是認し得る高度

の蓋然性が認められるか否かによって，放射線起因性の要件が認められる

か否かを判定すべきものである。」と判示するところ，昭和５３年３月３

０日及び平成１２年７月１８日の各最高裁判決に表れている「被爆者援護

法の趣旨」に照らせば，ここでの「高度の蓋然性」又は「通常人が疑いを

差し挟まない程度に真実性の確信を持ち得るもの」という要件の解釈を行

う際には，科学的な知見が未解明であることを前提として，厳密な科学的

知見のみに基づいて行うのではなく，すなわち未解明な部分を安易に切り

捨てるのではなく，被爆者救済のために作られた法の趣旨に則って，被爆

者を幅広く救済する方向で行われるべきものである。 

   イ 申請者の放射線への被曝の程度について 

被爆者の受けた身体に影響を与える被曝線量を評価するには，初期放射

線被曝のみならず，放射性降下物や誘導放射化物質による残留放射線から

の被曝線量を評価しなければならず，その際には外部被曝に加えて内部被

曝の線量も評価しなければならないが，残留放射線については，核爆発に

よって多種多様な放射性物質が生成され，それらがそれぞれの性質により

異なった挙動をすることから，未だ確定的な知見は存在しない。原爆の放

射線による人体影響を評価するには，被爆者が受けた線量を評価する必要

があるが，現在まで，正確な評価がされていないという事実こそが問題な
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のである。 

例えば，㋐原爆爆発により膨大な量の核分裂生成物が生じ，大量の放射

性降下物が爆心から少なくとも３．５キロメートルを遥かに超えた範囲に

降り注いだこと，㋑原爆爆発後１００時間あるいは１週間の時点では，放

射性降下物（核分裂生成物）の放射性強度は投下直後に比べてさほど減少

していないとも指摘されていること，㋒生活の場であった広島・長崎両市

においては，初期放射線により誘導放射化された放射性物質も多量であっ

たこと，㋓誘導放射化物質の全てが極短半減期ともいえないこと，㋔誘導

放射化した放射性物質が衝撃波・爆風によって遠方へ飛散し（放射性粉

塵），この放射性粉塵も放射線被曝の原因となったこと，㋕残留放射線に

よる内部被曝では数センチメートルか数メートルの飛距離しかないα線や

β線であっても確実に被曝してしまうこと等に照らせば，被曝線量の評価

においては，これを過小に評価することがないよう留意しなくてはならず，

現行の新審査の方針が定めた距離や時間にも縛られずに，柔軟な評価を行

うべきである。 

   ウ 心筋梗塞及び狭心症と放射線被曝との一般的な関連性の有無及び程度に

ついて 

 心筋梗塞と放射線被曝との関連性 

心筋梗塞については，放射線被曝との関連性を肯定する疫学的知見が

集積されているといえるし，このことを踏まえて，現行の新審査の方針

が策定されたものである。そして，ＵＮＳＣＥＡＲ報告及びＩＣＲＰ勧

告は，循環器疾患や心疾患と放射線被曝との関係について関連性を認め

ているところ，放射線被曝の影響を検証しようとする場合，被爆者の心

臓に生じた病態を細分化することは，むしろその影響を過小評価するこ

とになりかねない。原爆被爆者の例数が限られており，病名を細分化す

れば，必然的に個々の事例数が時に過小となり，被曝線量とリスクの関
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係が検出し難くなるし，医学の進歩により，例えば，かつては心筋梗塞

に至らしめた病態が，そこまでは至らずに心不全や高血圧性疾患の方の

死亡率増加に反映されるようなことにもなっているから，放射線被曝の

影響を適正に検出しようとする場合，「心疾患」という項目のような被

爆者の心臓に生じた病態を全体として捉えることこそが有意義なのであ

る。 

     心筋梗塞のしきい値 

控訴人は，心筋梗塞を含む心疾患について，少なくとも０．５グレイ

を上回る放射線被曝を受けた場合にのみ関連性が認められるとして，０．

５グレイをしきい値とみるべきと主張するが，近年の清水論文（甲Ａ６

１４の７，甲Ａ６８２の７）などの研究報告によれば，循環器疾患に対

する放射線の影響にはしきい値がないことが示唆されており，海外の報

告書でも同旨の見解がみられ，動物実験のデータによっても低線量被曝

での心臓血管系の有害な作用が報告されており，これらの知見を踏まえ

れば，心疾患についても，固形がんと同様，しきい値がないものと考え

るのが相当である。 

 放射線被曝と狭心症との関連性 

ａ 安定狭心症と不安定狭心症との区別 

控訴人は，狭心症には，安定狭心症と不安定狭心症とがあり，両

者は発生機序も病態も全く異なるものであって，不安定狭心症は心筋

梗塞と発生機序を同じくするのに対し，安定狭心症は心筋梗塞とは全

く異なる疾病であって，安定狭心症が増悪しても心筋梗塞を発症する

ことはないなどと主張するが，安定狭心症と不安定狭心症との区別は，

「臨床経過の観点での分類」とされており，全く異なる疾病などとい

うことはなく，安定狭心症を引き起こす「安定プラーク」と不安定狭

心症を引き起こす「不安定プラーク」とは，それぞれ独立したもので
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はなく，動脈硬化進展の過程の差か，または脂質代謝などの影響によ

りいずれかが形成されるものと考えられ，双方のプラークが同一例の

同じ冠動脈枝の違った部位又は別の冠動脈枝に生じることも稀ではな

いし，安定プラークも病変が進むと破綻して血栓閉塞により血流を遮

断するに至るとされているのであって，安定狭心症と不安定狭心症と

を異なる疾病と捉えるのは誤っている。 

ｂ 放射線被曝と狭心症との関連性 

 心筋梗塞，不安定狭心症及び安定狭心症のいずれもが動脈硬化に

起因する疾患であるところ（乙Ｄ①４５，６６（Ｂ意見書，Ｂ補

充意見書）），この心筋梗塞と狭心症に共通の原因である動脈硬

化と放射線被曝との関係については，動脈硬化の指標である大動

脈弓の石灰化や脈波伝播速度（ＰＷＶ）について，放射線被曝と

の関連性を示す研究結果が出されていること，近距離被爆者で特

に１０歳未満で被爆した男性の若年被爆者に頸動脈内膜中膜複合

厚（ＩＭＴ）の肥厚が強い傾向があるとの報告もあることなどか

ら，放射線被曝が動脈硬化自体に関与していることが認められる。 

⒝ 心筋梗塞，狭心症といった虚血性心疾患，その原因である動脈硬

化については，それらが発症する危険因子として高血圧，高コレ

ステロール及び糖尿病等が挙げられているが，これら各危険因子

についても，血圧につき，放射線被曝による有意な血圧上昇が報

告されているし，コレステロールにつき，コレステロール増加と

被曝との線量反応関係が報告されているし，糖尿病につき，高線

量被爆者集団の糖尿病の頻度が非被爆者集団に比べて有意に高か

ったとか，治療のために放射線を照射した患者に糖尿病のリスク

が有意に増加したとかという報告もされているから，放射線被曝

がこれら危険因子を発生させ，それによって動脈硬化，狭心症，
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そして心筋梗塞が発生させられているということができる。 

⒞ 放射線被曝と炎症反応については，いくつかの炎症マーカーに関

して統計的に有意な線量影響関係が認められ，細胞性免疫に関与

するＣＤ４Ｔ細胞が減少する負の相関関係が認められるという報

告もあり，これら炎症反応と心筋梗塞の発症との間にも有意な関

連性があることから，被爆者に認められる心筋梗塞などの心血管

疾患の発症に炎症反応が重要な役割を果たしているという知見が

あり，放射線被曝が炎症反応を発生させ，それによって心筋梗塞

などの心疾患が発生させられているということができる。 

エ 現行の新審査の方針の内容を踏まえた検討について 

 現行の新審査の方針 

現行の新審査の方針においては，放射線起因性の要件である「高度の

蓋然性」について「現在の科学的知見として放射線被曝による健康影響

を肯定できる範囲に加え，放射線被曝による健康影響が必ずしも明らか

でない範囲を含めて」検討されなければならないのであり，厚生労働省

による原爆症の認定実務も，上記のような被爆者援護法の解釈に則り

「放射線起因性」の有無が判断されており，一定の被爆距離や入市時間

の範囲にある限り，ほとんど全ての申請者が他原因の有無にかかわらず

認定されているという実態がある。 

 上記の方針の積極認定の対象や範囲から外れた場合 

上記のような現行の新審査の基準の位置づけや行政認定の実態に照ら

せば，個々の被爆者について，現行の新審査の方針が定める積極認定の

対象（疾病カテゴリ）に該当しない，あるいは積極認定の範囲（被爆距

離や入市時間）に該当しないという場合であっても，現行の新審査の方

針は原爆症認定判断のいわば目安であって，同方針の積極認定の対象や

範囲にこだわらず，当該被爆者の被爆状況や罹患した疾病の性質等を個
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別具体的に検討して，前述した最高裁判決に表れている判断枠組みを踏

まえて，総合評価により柔軟に認定すべきである。控訴人が積極認定の

対象や範囲から外れた場合に，本則に戻るべきと述べて，その言葉のそ

のままに「高度の蓋然性」を求めるのは誤りというほかない。 

オ 放射線起因性の有無についての総合的な判断材料について 

心筋梗塞にしろ，狭心症にしろ，放射線に起因する場合に特異的な症状

等を持っているわけではなく，一般に見られる疾病と全く同じ症状であり，

その疾病の発症にかかわる要因は放射線以外にも複数あることもあるので

あって，それらの要因が互いに関連しあって相乗効果を示しながら疾病が

発症し進展することがある。そのような実態に照らせば，他の発症原因と

共同関係があったとしても，特段の事情がなければ，同疾病発生の放射線

起因性は否定されるべきではない。 

そして，疫学的知見においても，循環器疾患に関係する危険因子（肥満，

糖尿病，喫煙，飲酒等）を調整しても，放射線と循環器疾患との関係性に

はほとんど影響はなかったとされており，肥満，糖尿病，喫煙，飲酒等の

交絡因子を考慮しても放射線起因性があることは明らかである。 

なお，原判決がいう「専ら原子爆弾放射線以外の原因によって発症した

ことを疑わせる事情がないか」を検討する場合であっても，控訴人の主張

するように，控訴人が専ら他原因によるものではないかとの疑いを抱かせ

る程度の立証をすれば足り，被控訴人が他原因の不存在を高度の蓋然性を

もって立証する必要があるという考え方は，被爆者援護法の趣旨を没却し

たものである。 

 被控訴人の慢性心不全の放射線起因性（争点２）について 

ア 被控訴人の放射線被曝について 

 被控訴人の被爆態様等 

被控訴人は，爆心地から約４．２キロメートルの地点で被爆し，その
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直後に，焼け焦げたものや白い雨を浴びており，放射性降下物や飛散し

た誘導放射化物質による被曝をしている。また，当日午後に爆心地から

３キロメートルの市役所付近まで行き，８月１３日には兄に連れられて

爆心地から約５００メートルの地点まで入市し，壊れた水道の蛇口から

水を飲むなどしており，残留放射線に被曝している上，内部被曝もして

いる。さらに，この間，爆心地から８００メートル付近で被爆した兄と

接触し，兄に付着した放射性物質や誘導放射化物質による放射線にも被

曝していたといえる。このような被爆態様によれば，被控訴人が控訴人

の試算を上回る線量の放射線に被曝していたことが優に推認できるとい

うべきである。 

     被控訴人の体調等 

被控訴人は，被爆当時１２歳の少年であり，放影研やＵＮＳＣＥＡＲ

その他の知見によっても，若年被爆者ほど放射線から受ける影響が大き

いとされていることに照らしても，被控訴人において放射線被曝の影響

は大きかったものといえる。 

また，被控訴人は，高校進学後に湿性肋膜炎と肺湿潤を発病し，昭和

２６年に大学進学で上京した後も，扁桃腺が腫れて４０度の熱を出し１

０日くらい寝込むことが断続し，昭和３１年に就職して間もなくに赤痢

で隔離入院することがあるなど，被爆後に体調の異変が生じており，さ

らに下って，昭和５０年代後半頃には糖尿病の疑いがあるとされ，平成

７年には大腸ポリープが見付かり，大量の下血もし，平成１４年には胃

がんが見付かり，平成１８年には脳梗塞と診断され，その後，本件の慢

性心不全と診断されるに至り，さらに平成２５年には大腸がんが見つか

った。被爆者には全般的な多疾病傾向がみられることが報告されている

ことに照らせば，このように，がんやその他の疾病が多発していること

は，被控訴人に原爆放射線による治癒能力への影響が表れていることを
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推認させるものといえる。 

さらに，被控訴人が原爆症認定の対象となった胃がんと大腸がんに罹

患していたことからも，被控訴人が健康に影響を受ける程度の放射線被

曝をしていたことは明らかである。 

イ 被控訴人の慢性心不全（狭心症）について 

 不安定狭心症に当たりうること 

そもそも，前述したように，安定狭心症と不安定狭心症とは異なる疾

病ではなく，「臨床経過に基づく分類」であり，両者は狭心症の全過程

の一時期を表す病型といえ，不安定狭心症は自然経過又は治療によって

安定化し得るし，安定狭心症も不安定化し得るものである。「ブラウン

ワールドの診断基準」も，不安定狭心症だけではなく，冠攣縮性狭心症

や高度の安定狭心症をも選り分けるものであるし，不安定狭心症の重症

度診断に同基準が用いられるとされてもいるから，これに該当しないこ

とが不安定狭心症に当たらないということにはならない。 

 診断経過から不安定狭心症とみられること 

被控訴人は，平成２３年３月５日，武蔵野赤十字病院を救急受診し，

「ＣＨＦ（心不全）」，「ＩＨＤ（虚血性心疾患）」と診断されたが，

初診時に，発熱があり，胸痛もあり，クレアチンキナーゼＭＢという心

筋傷害マーカーの値が正常値を大きく超えて上昇していたところ，同日

２２時の再検査では，同マーカーの値は一定程度下がったことから，担

当医は，右冠動脈にイベントを否定し得ないが，胸痛が消え，同マーカ

ー値がピークを過ぎているので，同日に冠動脈形成術（ＰＣＩ）を行う

のではなく，解熱後に冠動脈造影を行うこととし，同月９日に造影した

結果，冠動脈の狭窄が９９％に達している部分があることが判明したこ

とから，同月１４日にＰＣＩ施術を実施したものである。このように，

被控訴人の症状は，心筋傷害が起こっていたことがうかがわれ，心筋梗
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塞の一歩手前の状況であったこと，担当医が直ちにＰＣＩを行うことも

想定するような状況であったこと，その狭窄の程度が９９％と著しいも

のであったことに照らせば，不安定狭心症であったとみることができ，

急性冠症候群を発症していたというべきである。 

 安定狭心症とみると整合しないこと 

安定狭心症では，時間をかけてゆっくりと，コレステロール成分の少

ない（脂質コアが極めて小さい）膠原繊維成分に富む線維性プラークが

肥厚することで形成されるとされるところ（乙Ｄ①４５（Ｂ意見書）），

被控訴人にあっては，平成２１年３月の冠動脈形成術の後，同年１２月

の造影検査では再狭窄の所見はなかったのに，平成２２年１２月の造影

検査で再狭窄があり，同月に冠動脈形成術が行われ，平成２３年３月の

造影検査で再狭窄があり，同月に冠動脈形成術が行われ，同年４月の造

影検査で再び狭窄が見付かり，５月に冠動脈形成術が行われ，８月のフ

ォローアップの造影検査で４回目の再狭窄が見付かったというものであ

り，短期間に狭窄を繰り返していることに照らすと，上記のような安定

プラークの生成過程とは整合しないといわなくてはならない。 

   ウ 被控訴人における危険因子について 

控訴人は，被控訴人における慢性心不全の危険因子として，高血圧，糖

尿病，肥満，加齢，睡眠時無呼吸症候群，喫煙を挙げるが，高血圧も，糖

尿病も，肥満を含むメタボリック症候群も，加齢による自然老化の促進も，

いずれもそれ自体が放射線被曝と関連性を有するものであって，原爆放射

線以外の危険因子とはいえないし，睡眠時無呼吸症候群は，それ自体が虚

血性心疾患に影響を及ぼすのか，同症候群の発症に寄与する因子が虚血性

心疾患にも影響を及ぼすのかが判明していないから，危険因子であるとは

いえないし，喫煙については，被控訴人は既に禁煙をしてから３０年ない

し４０年が経っており，それほど以前の喫煙に狭心症の原因を求めること
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ができるとは到底考えられない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所も，被控訴人の請求には理由があると判断する。その理由は，以下

のとおりである。 

２ 争点１（原爆症認定に係る放射線起因性の判断基準）について 

 判断の枠組みについて 

被爆者援護法１０条１項の放射線起因性の要件を満たすかどうか，すなわ

ち，原子爆弾の放射線と申請疾病の発症との間に因果関係が認められるかど

うかに係る判断の枠組みについては，原判決の「事実及び理由」の第３の１

の⑴のとおりであるから，これを引用する。 

なお，上記の判断の枠組みについて，控訴人は，基本的に相当であると主

張し，被控訴人は，「高度の蓋然性」等の要件の解釈を行う際には，被爆者

援護法の趣旨に則って，被爆者を幅広く救済する方向で行われるべきである

旨主張するが，上記原判決引用部分に説示のとおりであって，これを見直す

必要はないものと考える。 

 申請者の放射線への被曝の程度について 

申請者の放射線への被曝の程度については，原判決１３０頁１６行目の

「不一」を「不一致」に改めるほかは，原判決の「事実及び理由」の第３の

１の⑵のとおりであるから，これを引用する。 

なお，控訴人は，この点につき，科学的，合理的根拠なしに，いたずらに

被曝の程度を過大視することは相当とはいえず，ＤＳ０２は科学的緻密性及

び厳密性の見地から信頼性が高く，放射性降下物及び誘導放射線の被曝線量

に占める割合は一般化できるほど大きくなく，内部被曝の影響は人体の健康

への影響という観点から重視する必要がないものである旨主張するが，上記

原判決引用部分に説示のとおりであって，初期放射線による被曝についても，

ＤＳ０２を基本とする放射線被曝の程度の推定は，遠距離被爆者に関しては，
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その影響を過小評価することとなる点を考慮すべきであるし，放射性降下物

や誘導放射化物質による放射線被曝線量についても，これらがおよそ健康に

対して影響を与える程度のものではないとはいえないし，内部被曝線量につ

いても，これが人体の健康への影響から重視する必要がないものであるとは

いい切れないものであり，個々の被爆者についての被曝の程度を検討するに

当たっては，これらを踏まえた上で，それぞれの被爆時の状況，それに続く

原子爆弾投下直後の時期における行動及び負傷等の状況その他の様々な事実

関係に基づいて行うのが相当であるというべきである。 

 心筋梗塞及び狭心症と放射線被曝との一般的な関連性の有無及び程度に

ついて 

ア 疾病の概要 

疾病の概要については，原判決の「事実及び理由」の第３の１の⑶イ

のとおりであるから，これを引用する。 

イ 心筋梗塞と放射線被曝との関連性に関する知見について 

  心筋梗塞を含む心疾患の発症と原子爆弾放射線を含む放射線被曝との関

連性については，統計学的な関連性の分析を基礎とした疫学的な研究等が

行われ，次のような各知見が存在することが認められる。 

① １９８４年（昭和５９年）のＩＣＲＰの報告書（「電離放射線の非確

率的影響」（甲Ａ２８４））には，すべての臓器の血管は４０～６０グレ

イの線量で変化を起こし，変化の種類と時期は問題とする組織に依存す

ること，一般に，血管の透過性と血流は反応の初期に増加を示す傾向に

あり，その後数か月以内に内皮細胞の変性，基底膜の肥厚，そして徐々

に硬化症を起こすこと，血管の典型的な晩発性の変化には，巣状の内皮

増殖，壁の肥厚，内腔の狭細化及び血流の低下があり，これらの変化は

普通，動脈と細動脈の蛇行，平滑筋の萎縮，動脈壁の弾性成分の変性，

及び巣状の血管狭窄と拡張を伴うことなどの報告がされていた。 
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② １９９２年（平成４年）の「原爆放射線の人体影響１９９２」（放射

線被爆者医療国際協力推進協議会編（甲Ａ３７，乙Ｂ６））には，放射

線一般と循環器疾患の関係について，それまでは心・血管系は電離放射

線に対して比較的抵抗性があると考えられていたものが，昭和３０年代

からがんなどの病気に対する放射線療法に引き続き発症した心筋梗塞及

び虚血性心疾患死亡について数多くの臨床的，病理解剖学的症例報告が

され，動物実験によっても電離放射線と血管病変の関係が確認されるに

至り，その後の追跡調査により，昭和５０年代には，乳がん手術後の患

者について，追跡期間５年以降にコバルト６０照射群に心筋梗塞死亡の

過剰発生を認め，ホジキン氏病患者群の追跡期間１年以降に虚血性心疾

患死亡の危険度を増加する結果が見られたこと，これらは，対象の患者

群に対する放射線照射において，心臓に対する遮蔽が十分に行われてい

ない時期のもので，被爆線量が莫大であったと考えられ，その後の時期

の遮蔽の十分に考慮された放射線療法を受けた患者については，被爆群

と対照群との間に，平成４年の時点で虚血性心疾患死亡率に有意差は認

められず，更に追跡調査が必要であるとされつつも，大量の心臓への放

射線被曝が虚血性心疾患を引き起こす可能性は十分に示唆される調査結

果であると総括されていたことなどがまとめられていた。 

③ １９９２年（平成４年）の放影研のＬＳＳ第１１報（清水由紀子らに

よる「改訂被曝線量（ＤＳ８６）に基づく癌以外の死因による死亡率１

９５０年－８５年」（甲Ａ４１文献２９，乙Ｄ①１２））には，昭和３５

年から同６０年の原爆被爆者の循環器疾患による死亡率は，被曝線量と

の有意な関連を示し，心疾患では全期間で有意な傾向を示したこと，昭

和４１年から同６０年の期間になると，被爆時年齢が低い群（４０歳未

満）では，循環器疾患全体の死亡率，脳卒中又は心疾患の死亡率は線量

と有意な関係を示し，線量反応関係は純粋な二次又は線形－しきい値型
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を示したこと，心疾患群のうち最も死亡数が多い冠状動脈性心疾患の死

亡率は，同じ期間，同じ被爆時年齢区分の心疾患と同じ傾向を示してい

ること，低線量域では相対リスクの過剰が認められないことなどの報告

がされていた。 

④ １９９４年（平成６年）のＡＨＳ第７報（放影研のＷｏｎｇらによる

「原爆被爆者における癌以外の疾病の発生率：１９５８－８６年」（甲

Ａ４１文献３０））には，昭和３３年から同６１年までに収集されたＡ

ＨＳのコホートの長期データを用いて，悪性腫瘍を除く１９の疾患の

発生率と電離放射線被曝との関係を調査し，心臓血管系の疾患につい

ては，いずれにも有意な線量反応関係は認められなかったが，近年，

若年被爆者では心筋梗塞の発生が増加しており，特に最近２，３年は

この傾向がほかの調査でも認められ，今回有意な結果が得られなかっ

たのは症例数の不足のためかもしれないことなどの報告がされていた。 

⑤ １９９９年（平成１１年）のＬＳＳ第１２報（放影研の清水由紀子ら

による「がん以外の死亡率：１９５０－１９９０年」（甲Ａ５０１資料

１の１及び２，乙Ｄ①１３））には，昭和２５年から平成２年までの原

爆被爆者のがん以外の疾患による死亡者について解析を行い，放射線

との統計的に有意な関係はがん以外の複数の疾病（心臓病，脳卒中，

消化器疾患，呼吸器疾患及び造血器系疾患）に見られること，低線量，

例えば約０．５シーベルトにおいてどの程度の関連性があるかはまだ

不明であるが，影響はもはや最も高い線量域に限らないこと，はっき

りした線量反応が爆心から９００ｍから１２００ｍの地点で被爆した

対象者にもみられるので，この関連性を偏りや交絡で説明できるとは

思えず，ＬＳＳ郵便調査で得られた危険因子と線量及び死亡率との関

連性を解析してもこの結論は裏付けられること，放影研臨床追跡調査

の対象者において，心筋梗塞及び脳梗塞ならびにアテローム性動脈硬
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化症と高血圧症の様々な指標について有意な線量反応が観察されてい

ること，このような影響に関する機序が解明されていないからといっ

て，機序が存在しないという意味ではないと考えていることなどの報

告がされていた。 

⑥ １９９９年（平成１１年）の放影研報告書１７－９７（放影研のＷｏ

ｎｇらによる「原爆被爆者の血清総コレステロール値の経時的変化に

おける放射線の影響」（甲Ａ６９０の３，乙Ｄ①３５））には，昭和３

５年から同６１年のＡＨＳ集団のデータに基づき，原爆被爆者の血清

総コレステロール値（ＴＣ）の経時的変化における放射線の影響につ

いて研究したところ，非被爆者に比べ被爆者では高値を示し，被爆者

群と非被爆者群の平均ＴＣ値成長曲線の差は統計的に有意であったこ

と，被爆に伴うＴＣ値の上昇は，被爆者にみられる冠動脈性心疾患の

増加について部分的に説明していることなどの報告がされていた。 

⑦ ２００２年（平成１４年）の放影研報告書９－００（放影研の佐々

木英夫らによる「原爆被爆者の血圧に対する加齢及び放射線被曝の影響」

（甲Ａ６９０の１））には，昭和３３年から２年ごとにされたＡＨＳ集

団における血圧の測定結果を解析した結果，収縮期血圧（ＳＢＰ）と拡

張期血圧（ＤＢＰ）の縦断的変化のいずれにも，小さいが統計的に有意

な電離放射線の影響が認められたこと，この現象は電離放射線が血管の

変性に影響を与えることを示唆していることなどの報告がされていた。 

⑧ ２００２年（平成１４年）の長崎医学会雑誌７７（放影研の林奉権ら

による「原爆放射線のヒト免疫応答に及ぼす影響（第１７報）：原爆放

射線における炎症応答マーカーの放射線量依存的上昇」（甲Ａ９８））

には，原爆被爆者と非被爆対照者の血液資料を用い，炎症の指標と考

えられているＣ－反応性蛋白（ＣＲＰ）と肝臓でのＣＲＰ産生の主要

な誘導因子の１つであるインターロイキン－６（ＩＬ－６）の血漿中
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レベルを測定したところ，ＣＲＰとＩＬ－６レベルは放射線の上昇に

伴って有意に上昇していたこと，逆に，感染などに対する免疫学的防

御機能において重要な役割を果たすとされているＣＤ４ヘルパーＴ細

胞は原爆被爆者では末梢血における割合が有意に低下していること，

要因ではなく結果である可能性は否定できないが，心筋梗塞の既往歴

のある被爆者ではＣＲＰレベルとＩＬ－６レベルの有意な上昇が認め

られること，原爆放射線による免疫機能の低下と炎症の亢進が被爆者

に発症する心血管疾病の一部に関連している可能性が示唆されること

などの報告がされていた。 

⑨ ２００３年（平成１５年）のＬＳＳ第１３報（放影研の清水由紀子ら

による「固形がんおよびがん以外の疾病による死亡率：１９５０－１

９９７年」（乙Ｄ①１４））には，昭和４３年から平成９年までの期間

のＬＳＳ集団において，がん以外の疾病による死亡率が線量の上昇と

ともに増加することが統計的に証明されており，がん以外の疾病のリ

スクは１シーベルトあたり０．１４の推定値を示していること，低線

量における線量反応の形状については著しい不確実性が認められ，特

に，約０．５シーベルト以下ではリスクの存在を示す直接的な証拠は

ほとんどないが，ＬＳＳデータはこの線量範囲でも線形的に矛盾しな

いこと，原爆被爆者におけるがん以外の疾病の死亡率が線量の上昇と

ともに増加するとされる中には，脳卒中，呼吸器官疾病，消化器疾病

とともに心疾患も含まれており，心疾患についての１シーベルト当た

りの過剰リスクは０．１７と推定されること，被爆者において，大動

脈弓石灰化，収縮期高血圧並びにコレステロール及び血圧の年齢に伴

う変動など，がん以外の疾病のいくつかの前駆症状について長期にわ

たるわずかな放射線との関連が報告されており，最近の調査では被爆

者に持続性の免疫学的不均衡及び無症状性炎症と放射線との関連が認
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められ，これらが，がん以外の広範な疾患に対する放射線影響の機序

と関連するのかもしれないことなどの報告がされていた。 

⑩ ２００３年の放影研報告書１０－０３（林奉権らによる「ＨＬＡハプ

ロタイプは原爆被爆者における糖尿病発症に関係している」（甲Ａ６９

０の５））には，広島の原爆被爆者（糖尿病患者１１１人と対照者７７

４人）の遺伝子タイプを調べ，これらの対象者では，より高線量の集

団において２型糖尿病発症のリスクが上昇していたこと，特に特定の

遺伝子の組み合わせを有する被爆者では，高線量被爆者集団の糖尿病

の頻度が非被爆者集団または低線量被爆者集団に比べて有意に高かっ

たとことなどの報告がされていた。 

⑪ ２００４年（平成１６年）のＡＨＳ第８報（放影研の山田美智子によ

る「原爆被爆者におけるがん以外の疾患の発生率１９５８－１９９８

年」（甲Ａ７７資料１６，３０６文献２，５０１資料４，乙Ｄ①１５の

１及び２））には，昭和３３年から平成１０年までのＡＨＳ受診者から

なる約１万人の長期データを用いて，がん以外の疾患の発生率と原爆

放射線被曝線量との関係を調査した結果，心臓血管疾患のいずれも放

射線量との有意な関係は示さなかったとしつつ，本研究における限界

の１つは致死的及び無症候性心筋梗塞が含まれなかったことであると

していること，高血圧症と４０歳未満で被爆した者の心筋梗塞に有意

な二次線量反応が認められ，喫煙や飲酒で調整してもその結果は変わ

らなかったとことなどの報告がされていた。 

⑫ ２００４年（平成１６年）の放影研アップデート１５（放影研の楠洋

一郎らによる「原爆放射線が免疫系に及ぼす長期的影響：半世紀を超

えて」（甲Ａ８７））には，上記の報告等を踏まえて，ＣＲＰとＩＬ－

６のレベル及び末梢血ＣＤ４Ｔ細胞の比率についての調査結果と，Ａ

ＨＳコホートにおけるＣＤ４Ｔ細胞比率の低下と心筋梗塞の有病率の
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増加の関連性からすれば，炎症反応とこれが関わった可能性のある免

疫防御能力の低下がアテローム性動脈硬化の原因に関連することが疑

われ，心筋梗塞を少なくとも一部引き起こしていると考えられること

などの報告がされていた。 

⑬ ２００６年（平成１８年）の廣島醫學５６（放影研の森下ゆかりらに

よる「原爆放射線のヒト免疫応答に及ぼす影響（第２３報）：炎症マー

カーの長期的上昇」（甲Ａ２４８の１０，２９２の１資料８））には，

１９９５年３月から１９９７年４月までに放影研で健診を受けた対象

者から無作為抽出した４４２名の血液資料を用いて炎症マーカーや抗

体のレベルを測定したところ，被曝線量の増加に伴い，炎症性サイト

カインの腫瘍壊死因子（ＴＮＦ）－α，インターフェロン（ＩＦＮ）

－γ，インターロイキン（ＩＬ）－１０，赤血球沈降速度（ＥＳＲ），

Ｔｏｔａｌ免疫グロブリン（Ｉｇ），免疫グロブリン（Ｉｇ）Ａ及び免

疫グロブリン（Ｉｇ）Ｍレベルの各マーカーが統計学的に有意に上昇

すること，放射線被曝も加齢もどちらも上記のほとんどの炎症マーカ

ーの上昇を伴っていたことから，放射線の影響を加齢に換算して検討

したところ，１グレイの放射線被曝は，被爆者のＥＳＲとＴＮＦ－α，

ＩＬ－１０及びＴｏｔａｌＩｇレベルから判断して，約９年の免疫学

的加齢に相当する効果を示していることなどの報告がされていた。 

⑭ ２００６年（平成１８年）のＵＮＳＣＥＡＲ報告書（「放射線被ばく

後の心血管疾患およびその他の非がん疾患の疫学的評価」（甲Ａ６７１

の２））には，上記の報告等を紹介した上で，今日まで致死的な心疾患

と１～２グレイ未満の範囲の放射線量との間の関連を示す証拠は，日

本の原爆被爆者のデータの解析だけから得られており，その他の研究

は，放射線量が１～２グレイ未満での致死的な心血管疾患のリスクに

ついて，明確な，あるいは一貫した証拠を提供していないこと，疫学
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データには一貫性がなく，生物学的にももっともらしい機構が欠如し

ているため，現在の科学的データは，１～２グレイ未満の線量での電

離放射線と心血管疾患の因果関係を確立するのに十分でないというの

が委員会の判断であること，１～２グレイ未満の線量では放射線に関

連したリスク増加が比較的小さいため，死亡の疫学研究だけで循環器

疾患とこれらの線量レベルでの放射線との間の関係の可能性や本質の

理解に大きく貢献できるかどうかは不確かであることなどの報告がさ

れていた。 

⑮ ２００８年（平成２０年）４月の廣島醫學６１（広島市医師会臨床検

査センターの井上典子による「原爆被爆者と心血管疾患」（甲Ａ６８５，

乙Ｂ１４４））には，昭和６２年から平成１５年までに原爆健診を受診

した４０歳から７９歳の被爆者１万６３３５例につき，大動脈脈波速

度（ＰＷＶ）を測定したところ，被曝と大動脈硬化に関連を認める結

果が出たこと，特に被爆時年齢が２０歳未満の近距離被爆者に強い関

連の可能性が示唆されること，平成９年以降の頸動脈超音波法を導入

した調査でも，近距離被爆者，特に１０歳未満で被爆した男性の若年

被爆者に頸動脈内膜中膜複合厚（ＩＭＴ）の肥厚の強い傾向があるこ

となどの報告がされていた。 

⑯ ２００８年（平成２０年）の長崎医学会雑誌８３（放影研の赤星正純

による「原爆被爆者の動脈硬化・虚血性心疾患の疫学」（甲Ａ６０４，

６１４の６））には，放射線被曝と心・血管疾患に関連があることを支

持する証左は被爆者についての研究から得られているとした上で，

心・血管疾患の古典的危険因子に及ぼす放射線の影響につき，放射線

が血圧に及ぼす影響については，１９３０年代以降に生まれた若年被

爆者において，加齢に伴う収縮期血圧及び拡張期血圧経過が上方に偏

位しており，また，加齢に伴うコレステロール経過はすべての被爆時
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年齢において，被爆者では上方に偏位していること，最近，炎症が動

脈硬化，心・血管疾患の危険因子であることが広く知られるようにな

っているが，被爆者においても放射線と各種炎症マーカーとの関連に

ついて調査が行われ，ＣＲＰ，ＩＬ－６，ＴＮＦ－α，ＩＮＦ－α，

赤血球沈降速度などの炎症マーカーが，被曝線量の増加とともに増え

ていることが報告されていること，これまで放影研で行った放射線被

曝と心・血管疾患及びその危険因子との関連をまとめると，心疾患死

亡率，心筋梗塞，大動脈弓石灰化，血圧，血清コレステロール，炎症

などが放射線被曝によって増加しているといえること，心疾患死亡率

及び心筋梗塞が増加し，大動脈弓石灰化や網膜細動脈硬化が認められ

ることから，被爆者に被爆の影響として動脈硬化による心・血管疾患

が増加していると考えられること，このように，動脈硬化あるいは

心・血管疾患の危険因子である高血圧，高脂血症及び炎症にも放射線

被曝が関与していることが明らかになり，これらを介して動脈硬化が

促進され心・血管疾患の増加につながったと考えられることなどの報

告がされていた。 

⑰ ２０１０年（平成２２年）のＢＭＪリサーチ（放影研の清水由紀子に

よる「広島・長崎の被爆者データに基づく１９５０－２００３：放射

線被曝と循環器疾患リスクの関係」（甲Ａ５０１資料３，６１４の７，

６８２の７，乙Ｄ①２８））には，昭和２５年から平成１５年までのＬ

ＳＳ集団を対象として，原爆放射線と脳卒中及び心疾患を原因とする

死亡率との線量反応関係を調査した結果，全線量範囲にわたり線形な

いし線形２次関数のグラフに適合しており，すべての心疾患死亡の過

剰相対リスク推定値（ＥＲＲ）は１グレイ当たり１４パーセント（９

５パーセント信頼区間は６パーセントないし２３パーセント，Ｐ値は

０，００１未満）で，線形モデルは二次モデルよりもわずかによくデ
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ータに当てはまったこと，線量が低い範囲のグラフの線形の傾斜は，

全ての線量範囲の傾斜とほとんど同一であり，しきい値線量の最良の

推定値は０グレイ（９５パーセント信頼区間の上限はおよそ０．５グ

レイ）であること，低線量でも過剰リスクの存在が示唆されるが，線

量範囲を０～０，５グレイに限定した場合，線量反応は統計的に有意

ではなく，それは，０．５グレイ以下の線量では証拠が限界あるもの

であることを意味していること，喫煙，飲酒，教育歴，職歴，肥満及

び糖尿病のデータは，心疾患の放射線リスク推定にもほとんど影響を

及ぼさなかったこと，同論文中の別表では，心疾患をさらに分類した

虚血性心疾患の発症リスクについては放射線被曝との関連性が認めら

れていないとするが，心疾患という一般カテゴリーの診断はかなり高

い精度となるが，それと違い，心疾患のサブタイプの分類には相当の

誤りが起こり得るから，そのことは，サブタイプの分析における意味

合いに制限を与えるものであることなどの報告がされていた。 

⑱ ２０１０年（平成２２年）のＵＮＳＣＥＡＲ報告書（「低線量放射線

の健康影響の要約Ｃ放射線関連の非がん疾患」（乙Ｄ①１８））には，

放射線被曝に関連した致死的な心血管疾患の過剰リスクを示す唯一の

明確な証拠は，心臓への線量が約１～２グレイ未満では，原爆被爆者

のデータから得られており，その他の研究では，もっと高い線量で心

血管疾患過剰リスクについての証拠を示していること，約１～２グレ

イ未満の線量の被曝と心血管疾患及びその他の非がん疾患の過剰発生

との間の直接的な因果関係についての結論を下すことはできなかった

こと，１～２グレイ未満の線量又はるかに低い線量の場合においても，

非がん疾患のリスクが増加することを示す最近の疫学調査からの新た

な証拠があるが，関連するメカニズムは未だ不明瞭で，低線量におけ

るリスク推定には問題が残ること，これは盛んに研究が行われている
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分野であり，進展を引き続きレビューし続けること，低線量放射線の

免疫系への影響が免疫応答を刺激あるいは制御するように働くかどう

かについて明確な判断を下すことはまだできないことなどの報告がさ

れていた。 

⑲ ２０１１年（平成２３年）のＩＣＲＰ声明（「組織反応に関する声明」

（乙Ｄ①１９の１・２））には，不確実性は残るものの，循環器疾患の

しきい吸収線量は，心臓や脳に対しては，０．５グレイ程度まで低い

かもしれないことを医療従事者は認識させられなければならないこと

が述べられていた。 

⑳ ２０１２年（平成２４年）のＬＳＳ第１４報（放影研の小笹晃太郎ら

による「１９５０－２００３年：がんおよびがん以外の疾病の概要」

（甲Ａ６１４の３））には，長期追跡調査期間における線量反応の変化

について，循環器・呼吸器・消火器の疾患のリスクがすべて昭和４０

年以降有意に増加したこと，追跡調査の初期（昭和２５年～同４０年）

と後期（昭和４１年～平成１５年）における非がん疾病の死亡率の線

量反応関係を比較したところ，初期においては，約１．５グレイ未満

で放射線影響は基本的に認められなかったが，後期においては，全体

的にがん以外の疾病についてほぼ線形の線量反応関係が認められ，両

期間における線量反応のグラフの形状の差異は有意であったことなど

の報告がされていた。 

㉑ ２０１２年（平成２４年）の放影研報告書１０－１２（放影研の林奉

権らによる「放射線と加齢の影響に特に関連した原爆被爆者の全身性

炎症指標の評価」（甲Ａ６１４の１４の１，６８８の８））には，活性

酸素（ＲＯＳ），インターロイキン（ＩＬ）－６，腫瘍壊死因子（ＴＮ

Ｆ）－α，Ｃ反応性蛋白質（ＣＲＰ）及び免疫グロブリン等の血漿中

レベル並びに赤血球沈降速度（ＥＳＲ）の指標により原爆被爆者の無
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症候性の炎症状態について調べたところ，総合的に判断して，放射線

被曝が自然老化と共に原爆被爆者の持続的炎症状態に亢進している可

能性を示唆していることなどの報告がされていた。 

㉒ ２０１２年（平成２４年）のＩＣＲＰ声明１１８（「正常な組織・臓

器における放射線の早期影響と晩発影響―放射線防御の視点から見た

組織反応のしきい線量―」（甲Ａ６７１の６の１，６８６，乙Ｄ①２０

の１・２））には，上記の各報告等を紹介した上で，低線量被曝に関連

した循環器疾患の疫学データは，因果関係を区別する上で，疾患が放

射線の影響なのか，交絡因子によるものなのか，慎重に評価すること

が必要であり，小さなコホート研究では重要なリスクを同定するに当

たって，往々にして検出力が足りないことに注意すべきであるし，大

きな観察研究でも，特に曝露群と非曝露群を単純に比較するようなと

きには，関連が交絡因子や選択バイアスによるものであることが依然

としてあること，臓器や組織への放射線被曝による人体影響として，

これまで循環器疾患はＩＣＲＰによって挙げられてこなかったが，そ

れは，この分野のエビデンスが徐々に強化されてきたのがつい最近で

あるからであることなどの報告がされていた。 

㉓ ２０１３年（平成２５年）の「原爆放射線の人体影響改訂第２版」

（放射線被爆者医療国際協力推進協議会編（甲Ａ６１４の１４の２，

６７６，６８２の２））には，上記の各報告等を引用するなどした上で，

広島，長崎の原爆被爆者における心血管疾患については，放影研によ

る原爆被爆者のコホートの追跡（ＬＳＳ）で脳卒中及び脳卒中以外の

循環器疾患死亡率と被曝線量は有意な関連が認められていること，循

環器疾患発生率は放影研の成人健康調査（ＡＨＳ）の検討では被曝線

量との有意な関連は現在までの報告ではみられていないこと，しかし，

４０歳未満で被爆した若年被爆者においては心筋梗塞発生率と放射線
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との二次の線量反応関係が認められていること，動脈硬化の検査に関

しては，年齢や主な虚血性心疾患の関連因子の影響を除いた後でも，

大動脈脈派速度（ＰＰＶ）が男性の近距離被爆者で高いという結果が

出ていること，頸動脈内膜中膜複合厚（ＩＭＴ）と被曝線量の関連に

ついては，１８００例のＡＨＳ集団の報告があるが，両者の関連性は

認められていないこと，また，原爆被爆後６０年以上を経た今日にお

いても，被爆者の免疫系，すなわち細胞集団の構成及び細胞機能に放

射線被曝に関連した変化が観察され，それらは，Ｔリンパ球を中心と

する適応免疫の低下と，活性化された自然免疫によると考えられる軽

度の炎症状態であること，放射線がどのようにして免疫系に長期にわ

たる影響を及ぼすのか，その機序はほとんど分かっていないが，放射

線被曝に関連して見られる免疫系の変化の多くは加齢に伴って免疫機

能が衰退していく様相と類似していることなどの紹介がされていた。 

㉔ ２０１３年（平成２５年）のＩＣＲＰ刊行物（Ｊ．Ｈ．Ｈｅｎｄｒｙ

による「閾値線量と循環器疾患リスク」（甲Ａ６７１の３の１・２））

には，急性慢性被曝後の放射線起因性循環器疾患のしきい値は０．５

グレイが提案されているが，より最近の低線量被曝人口研究のメタア

ナリシスでは，線形線量頻度関係を仮定してもある種の循環器疾患の

リスクは，０．５グレイもしくは１日１０ミリグレイの線量以下でも

陽性あるいはがん疾患と同等のリスクがあることが示唆されているこ

と，また，動物実験で線量効果関係と血管障害のメカニズムが明らか

になってきており，アテローム動脈硬化を起こしやすいマウスを使っ

た実験で，４グレイ（１回投与でも４週間以上２０回分割投与でも）

の被曝で炎症性血栓性プラークを作り，アテローム動脈硬化を促進し，

０．０２５～０．５グレイの被曝で疾病早期又は後期病期にはアテロ

ーム動脈硬化の進展に様々なインパクトを与えること，心臓への０．
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２グレイの被曝で生理学的，組織病理学的，細胞，分子的心臓の変化

やマクロファージの軽度の機能障害と早期の前炎症局在が有意に惹起

されることなどの報告がされていた。 

㉕ ２０１５年（平成２７年）のアメリカの科学誌Ｏｎｃｏｔａｒｇｅｔ

６－３１（Ｍａｎｃｕｓｏらによる「急性／低線量率放射線被曝によ

るＡｐｏＥ－／－マウスにおけるアテローム発生の促進」（甲Ａ６７１

の７の１及び２，乙Ｄ①４５文献３の１及び２））には，ＡｐｏＥ－／

－マウスを用いてγ線の慢性の低線量率の被爆と急性被爆のアテロー

ム生成について比較をおこなったところ，０．３グレイもしくは６グ

レイの急性被曝マウスは，被曝をさせていない対照群と比較してアテ

ローム発生増加が認められ，その効果は永続的であったこと，同線量

を３００日にわたって低線量率で被曝させても（０．３グレイでは胸

部大動脈に限定していたが）アテローム性動脈硬化の全般的進展への

有意の影響が認められ，高線量率でも低線量率でも０．３グレイ程度

で心臓血管系への有害な作用が持続し，６グレイの高線量でもハイリ

スクであることが示唆されること，放射線照射は，０．３グレイでも

６グレイでも，有意に，細胞外基質の分解に関与するプロテアーゼ活

性化酵素であるＭＭＰ－９の発現を増加させたことなどの報告がされ

ていた。 

㉖ ２０１７年（平成２９年）の放影研報告書６－１６（伊藤玲子らによ

る「ヒトの胸腺の形状と機能に及ぼす電離放射線と加齢の後影響」（甲

Ａ６９１））には，病理解剖によって採取された１６５名の被爆者の胸

腺組織標本を比較検討した結果，比較的低い線量（５～２００ｍグレ

イ）及び比較的高い線量（＞２００ｍグレイ）いずれの被爆者集団に

おいても，非被爆者集団と比較して胸腺の退縮がより進行している所

見が得られたこと，これらの結果から低い線量の放射線被曝であって
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も胸腺の加齢退縮が促進され，免疫をつかさどる機能を有するＴ細胞

産生が被爆後長期にわたって損なわれている可能性が示唆されること

などの報告がされていた。 

ウ 心筋梗塞が現行の新審査の方針の積極認定の対象とされた経緯について 

 現行の新審査の方針が策定されるまでの経緯は前記引用の原判決の「事

実及び理由」第２の３⑺イ及びウ記載のとおりであるが，このうち，心筋

梗塞が積極認定の対象とされた点については，認定在り方検討会の平成１

９年１２月１７日付けの報告書（乙Ａ６）において，心筋梗塞は，原爆被

爆者を対象とした疫学調査のみならず，動物実験を含む多くの研究結果に

より，一定以上の放射線量との関連があるとの知見が集積しており，認定

疾病に追加する方向でしきい値の設定などの検討を行う必要があるとされ，

平成２０年策定の従前の新審査の方針（乙Ａ１の１）において，「放射線

起因性が認められる心筋梗塞」が積極認定の対象とされたものであり，そ

の後，制度在り方検討会の平成２５年１２月４日付けの報告書（乙Ａ１６）

において，非がん疾病について，しきい値がないとの考え方は科学的知見

に反すること，今日の科学的知見では，比較的低線量でも影響を受ける可

能性がある悪性腫瘍等と異なり，非がん疾病については，低線量での影響

は認められていないことから，悪性腫瘍等と非がん疾病と同様に取扱いを

行うことは適当でないとの意見が多数であったとされ，他方，「放射線起

因性が認められる心筋梗塞」といった抽象的な文言に代えて一定の距離等

の外形的な標準を示し，それを満たしているものは柔軟に認定することが

適当であるとの意見が多数であったとされ，現行の新審査の方針（乙Ａ１

７）においては，「心筋梗塞」について，被爆地点が爆心地から約２．０

キロメートル以内である者又は原子爆弾投下から翌日までに爆心地から約

１．０キロメートル以内に入市した者に該当する者の範囲で積極認定を行

うとされたものである。 
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   エ 心筋梗塞と放射線被曝との関連性について 

  上記の各知見にあっては，心筋梗塞そのものと放射線被曝との関連性

が報告されているもの（②，⑤，㉓），心筋梗塞を含む心疾患について

放射線被曝との関連性が報告されているもの（③，⑨，⑭，⑯，⑰，⑱，

⑲，⑳，㉔），心筋梗塞を含む心疾患の原因である動脈硬化と放射線被

曝との関連性が報告されているもの（①，⑤，⑨，⑮，⑯，㉓，㉔，

㉕），心筋梗塞や動脈硬化の危険因子である高脂血症と放射線被曝との

関連性が報告されているもの（⑥，⑯），同じく心筋梗塞や動脈硬化の

危険因子である高血圧と放射線被曝との関連性が報告されているもの

（⑤，⑦，⑯），同じく心筋梗塞や動脈硬化の危険因子である糖尿病と

放射線被曝との関連性が報告されているもの（⑩），その機序は必ずし

も明確にされてはいないが，心筋梗塞や動脈硬化との関連性が報告され

ている炎症反応や免疫防御機能と放射線被曝との関連性が報告されてい

るもの（⑧，⑨，⑫，⑬，⑯，㉑，㉓，㉖）がそれぞれ存在しているこ

と，上記イのとおり，従前の新審査の方針の策定過程においても，心筋

梗塞と一定以上の放射線被曝との間に関連性が認められることが前提と

されていたことなどに照らせば，心筋梗塞と放射線被曝との関連性は十

分肯定することができる。 

  ところで，この点で，控訴人は，「心疾患」と放射線被曝との関係に

ついての疫学的知見は，「心疾患」には心臓弁膜症や感染症に伴う心疾

患等が含まれるから，そこで関連性が認められたとしても，心筋梗塞な

どの動脈硬化性の心疾患と放射線被曝との関連性が認められることにな

らない旨主張する。 

しかしながら，確かに，上記③，⑨，⑭，⑯，⑰，⑱，⑲，⑳，㉔の

知見は，大項目である「心疾患」と放射線被曝との関連性について報告

しているものではあるが，これらは，放影研やＵＮＳＣＥＡＲ，ＩＣＲ
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Ｐの報告等であり，これら専門機関においても心疾患という大項目を用

いて研究を行っているものであること，放射線被曝の影響を適正に検出

しようとすると，細分化した小項目の疾病名では個々の事例数が時に過

小となったり，小項目の分類については診断に相当の誤りが起こったり

（上記知見⑰参照）など，むしろ適正な事例の検出ができなくなるおそ

れがあること，また，医療の進歩により，冠動脈の完全閉塞が未然に防

止できるなどして，心筋梗塞の死亡率に反映しない事例が心不全等の心

疾患の死亡率に反映していることも発生しており，大項目で把握するこ

とが必要ともなっていること，上記のように，心筋梗塞と放射線被曝に

つき報告した知見（②，⑤，㉓）や動脈硬化と放射線被曝につき報告し

た知見（①，⑤，⑨，⑮，⑯，㉓，㉔，㉕）も存在しており，全体とし

て，心筋梗塞と放射線被曝との関連性が肯定できること等に照らせば，

上記の心疾患と放射線被曝との関連性についての報告を判断の基礎とす

ることは相当といえ，控訴人の上記主張は採用することができない。 

そのほか，控訴人は，上記平成１４年の林奉権らの報告（⑧）が，放

射線被曝と炎症応答マーカーの上昇について報告している中で，放射線

による免疫機能の低下と炎症の亢進が被爆者の発症する心血管疾患の一

部に関連している可能性を示唆している点について，被爆者に発症した

炎症と心疾患との関連性の根拠が示されていない旨主張する。 

しかしながら，放射線被曝による炎症反応と心疾患の関連性について

は，上記各知見（⑫，⑯，㉑，㉓，㉖）にも，これを肯定する内容の報

告がされていることに照らせば，その発生機序は必ずしも明確にされて

はいないが，関連性を認めるのが相当であって，控訴人の主張は採用で

きない。 

また，控訴人は，上記平成２５年の「原爆放射線の人体影響改訂第２

版」（㉓）が，動脈硬化と放射線被曝との関連性を検証するのに大動脈
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弓の石灰化と脈派伝播速度（ＰＷＶ）を用い，最も標準的な指標である

頸動脈内膜中膜複合厚（ＩＭＴ）を用いず，ＩＭＴと被曝線量の関連性

は認められないとしている点について，動脈硬化と放射線被曝の関連性

を裏付けるとはいえないし，上記平成２０年の赤星報告（⑯）が，被曝

の影響として網膜細動脈硬化が認められることを挙げている点について，

プラークの形成による動脈硬化とは機序の異なる細動脈硬化であるから，

やはり裏付けにならない旨主張する。 

しかしながら，確かに，上記文献（㉓）は，ＩＭＴについて関連性が

認められないとしているが，別の平成２０年の雑誌（⑮）には，近距離

被爆者，特に１０歳未満で被爆した男性の若年被爆者にＩＭＴの肥厚の

強い傾向があると報告されており，その他にも上記のとおり，動脈硬化

と放射線被曝との関連性を報告しているもの（①，⑤，⑨，㉔，㉕）が

あることに照らせば，疫学的に動脈硬化と放射線被曝との間に関連性が

あると認めることができ，上記の網膜細動脈硬化が裏付けとならないも

のであったとしても，それによって左右されるものではない。 

 ところで，上記イのとおり，現行の新審査の方針の策定過程において

は，心筋梗塞を含む非がん疾病については，今日の科学的知見では，し

きい値があり，低線量での影響は認められていないとする多数意見が前

提とされていたし，平成２３年のＩＣＲＰ声明（⑲）では，循環器疾患

の心臓に対する吸収線量のしきい値は０．５グレイ程度まで低い旨述べ

られており，平成２２年のＵＮＳＣＥＡＲ報告（⑱）でも，約１～２グ

レイ未満の線量の被曝と心血管疾患の過剰発生との間の因果関係につい

ては結論を出せなかったと報告されており，その他の知見（①，②，③，

⑨，⑭）の中にも，低線量の被曝と心筋梗塞を含む心疾患との関連性を

否定する趣旨の報告がされているものがあることから，約０．５グレイ

を下回るような低線量被曝と心筋梗塞含む心疾患との関連性の有無が問
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題となる。 

 そこで検討するに，まず，上記の平成２２年のＵＮＳＣＥＡＲ報告

（⑱）においても，「１～２グレイ未満の線量又はるかに低い線量の場

合においても，非がん疾患のリスクが増加することを示す最近の疫学調

査からの新たな証拠があるが，関連するメカニズムは未だ不明瞭で，低

線量におけるリスク推定には問題が残ること，これは盛んに研究が行わ

れている分野であり，進展を引き続きレビューし続けること，低線量放

射線の免疫系への影響が免疫応答を刺激あるいは制御するように働くか

どうかについて明確な判断を下すことはまだできないこと」という内容

が併せて報告されていること，平成２４年のＩＣＲＰ声明１１８（㉒）

においても，「臓器や組織への放射線被曝による人体影響として，これ

まで循環器疾患はＩＣＲＰによって挙げられてこなかったが，それは，

この分野のエビデンスが徐々に強化されてきたのがつい最近であるから

であること」という内容が報告されていることに照らすと，上記のＵＮ

ＳＣＥＡＲ報告及びＩＲＣＰ声明の低線量被曝と心筋梗塞との間に関連

性が認められないとの報告は，必ずしも関連性があり得ないことまで述

べたものとはいえない。また，低線量被曝と心筋梗塞を含む心疾患との

関連性を否定する趣旨の各報告（①，②，③，⑨，⑭）があるが，前３

者は平成４年までの比較的古いものであり，後２者は，それぞれその後

に同じ報告者から新たな報告（⑨→⑰，⑭→⑱）が行われていて改訂さ

れているものである。そして，上記各知見を踏まえれば，心筋梗塞や動

脈硬化の発症については，必ずしもその全貌が判明しているわけではな

いが，放射線被曝が直接に，また，高脂血症や高血圧等の危険因子の増

悪を介して，あるいは炎症反応の増悪や免疫防御機能の低下を介してと

いう具合に，いわば放射線被曝が重畳的，複合的に心筋梗塞や動脈硬化

の発症に関連しているといえ，その関わり方からすれば，低線量被曝で
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あっても関連することが想定し得るものと考えられる。とりわけ，上記

知見のうち，平成２２年のＢＭＪリサーチ（⑰）では，心疾患死亡の相

対リスクについて，線量が低い範囲のグラフの線形の傾斜も，全線量範

囲のグラフの傾斜とほとんど同一であるとし，９５パーセント信頼区間

の上限はおよそ０．５グレイとした上ではあるが，しきい値線量の最良

の推定値は０グレイであると報告されていること，平成２４年のＬＳＳ

第１４報（⑳）では，非がん疾病の死亡率の線量反応関係は，昭和２５

年～同４０年の追跡調査では，約１．５グレイ未満での放射線影響は基

本的に認められなかったが，これと異なり，昭和４１年～平成１５年の

それでは，全体的にほぼ線形の線量反応関係が認められたことが報告さ

れていること，平成２５年のＩＣＲＰ刊行物（㉔）では，ＩＣＲＰは循

環器疾患のしきい値を０．５グレイと提案しているが，より最近の低線

量被曝人口研究のメタアナリシスでは，線形線量頻度関係を仮定しても

ある種の循環器疾患のリスクは，０．５グレイもしくは１日１０ミリグ

レイの線量以下でも陽性あるいはがん疾患と同等のリスクがあることが

示唆されていること，動物実験で，０．０２５～０．５グレイの被曝で

疾病早期又は後期病期にはアテローム動脈硬化の進展に様々なインパク

トを与えること，心臓への０．２グレイの被曝で生理学的，組織病理学

的，細胞，分子的心臓の変化やマクロファージの軽度の機能障害と早期

の前炎症局在が有意に惹起されることが報告されていること，平成２７

年のアメリカの科学誌（㉕）でも，動物実験において，低線量率の放射

線被曝によって，アテローム発生の増加が認められ，その効果は永続的

であったことが報告されていること，平成２９年の放影研報告書６－１

６（㉖）では，被爆者の胸腺標本の比較検討から，比較的低い線量（５

～２００ミリグレイ）においても，非被爆者集団と比較して胸腺の退縮

がより進行している所見が得られ，免疫をつかさどる機能を有するＴ細
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胞産生が長期にわたり損なわれている可能性が示唆されることが報告さ

れていることなどの近時の報告の内容に照らせば，低線量被曝と心筋梗

塞を含む心疾患との関連性が推認できるようになってきているといえる。

これらを総合すると，放射線被曝と心筋梗塞との関連性は，そのしきい

値が０グレイであるとまで断定できるかはともかく，０．５グレイを相

当程度下回る値まで，その関連性を肯定することができるものというべ

きである。 

オ 心筋梗塞と狭心症との関係について 

 上記アのとおり，狭心症のうち，内膜の肥厚性病変であるプラークに

よる「動脈硬化性の狭心症」は，平滑筋細胞を主体として線維成分に

富む安定プラークにより冠動脈内腔が器質的に狭窄するものと，脂質

成分に富み線維成分に乏しく，線維性被膜が局所的に菲薄化した不安

定プラークの破綻やびらん等に伴い血栓が形成されて，これが冠動脈

内腔を狭窄するものとがあり，狭心症はこれらの狭窄によって一過性

の心筋虚血により胸痛や胸部苦悶感等がもたらされるものであるのに

対し，心筋梗塞は冠動脈が閉塞してしまい血流が途絶して心筋が壊死

するものである。このような動脈硬化性の狭心症について，放射線被

曝との関連が認められるかについて，控訴人は，まず，放射線被曝と

心筋梗塞との間に疫学的に関連性が認められるとしても，そのことか

ら，そもそも放射線被曝といかなる狭心症との間にも関連性があるこ

とが当然に認められるものではない旨主張する。 

しかしながら，動脈硬化性の狭心症は，ひとまず後述する安定狭心症

と不安定狭心症の区別に踏み込まないでいえば，いずれにしろ動脈硬化

が原因となって発症し，この点で心筋梗塞と共通しており，上記の各知

見にあっても，放射線被曝と心筋梗塞を含む心疾患について関連性を報

告するもの（③，⑨，⑭，⑯，⑰，⑱，⑲，⑳，㉔）に加え，その原因
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である動脈硬化と放射線被曝との関連性（①，⑤，⑨，⑮，⑯，㉓，㉔，

㉕），さらに，心筋梗塞及び動脈硬化の危険因子である高脂血症，高血

圧等と放射線被曝との関連性（⑤，⑥，⑦，⑩，⑯），心筋梗塞及び動

脈硬化との関連性が報告されている炎症反応や免疫防御機能と放射線被

曝との関連性（⑧，⑨，⑫，⑬，⑯，㉑，㉓，㉖）がそれぞれ報告され

ていることに照らせば，放射線被曝と大きな項目としてとらえた「動脈

硬化性の狭心症」との間には関連性があるということができる。 

 ところで，控訴人は，狭心症には安定狭心症と不安定狭心症とがあり，

両者は発生機序も病態も異なり，医学的に全く異なる疾病であり，不

安定プラークが破綻して血栓が形成されて，これが急速に血管を塞ぐ

ことで発生する不安定狭心症と心筋梗塞は発生機序を同じくするが，

安定狭心症は，安定プラークが徐々に進展・増大して，冠動脈内腔が

狭小化して心筋虚血を生じさせはするが，心筋梗塞には結びつかない，

安定狭心症と心筋梗塞とは全く異なる疾病であって，安定狭心症が増

悪しても心筋梗塞を発症することはないし，心筋梗塞の前駆症状とし

て安定狭心症を発症することもないとした上で，仮に，放射線被曝が

動脈硬化の形成に寄与していたとしても，それは不安定狭心症におけ

る不安定プラークの形成についてだけであって，安定狭心症との間に

何らかの関連性があるとはいえない旨主張する。そして，Ｂ意見書

（乙Ｄ①４５）及びＢ補充意見書（乙Ｄ①６６）中には，これと同旨

の記載があり，同人は当審における証人尋問においても同旨の供述を

する。 

 そこで，検討するに，まず，安定狭心症と不安定狭心症との区別につ

いては，次のような各知見が存在することが認められる。 

⓵ 平成１３年刊「標準循環器病学」（甲Ａ６７７，６８２の４）には，

「器質的冠狭窄（器質性狭心症）」の説明として，「動脈硬化により冠
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動脈内膜が肥厚し，血管内腔が狭窄するが，この過程に２種類あるこ

とが最近の臨床病理学的検討により明らかにされている。一つは内膜

が線維性に肥厚する線維性プラークで，もう一つは脂質成分に富む脂

質性プラークである。これらは各々独立したものではなく，動脈硬化

進展の過程の差か，または脂質代謝などの影響によるものと考えられ

ている。したがって双方のプラークが同一例の同じ冠動脈枝の違った

部位または別の冠動脈枝に生じることもまれではない。一般に線維性

プラークは内腔の高度器質的狭窄をきたし，臨床的には「労作狭心症」

として表現される。一方，脂質性プラークは高度狭窄をきたす前に破

綻し，血栓を形成することが多く，臨床的には「不安定狭心症」，ま

たは「急性冠症候群」として表現される。」と述べられている。 

⓶ 平成１７年刊「新・心臓病診療プラクティス４冠動脈疾患を診るⅠ」

の「冠動脈硬化の成因と進展」の項目（甲Ａ６９６）には，「プラー

クの形成・進展とその経時的変貌は，動脈硬化病変の本質的現象であ

るが，その進展メカニズムについては，未だ不明な点も多い。現在，

動脈硬化病変の形成，進展の要因としては，内皮細胞の機能障害や傷

害，血管平滑筋細胞の遊走・増殖，マクロファージの集積・泡沫化，

細胞外基質の産生と分解，脂質の沈着，プラーク内血管新生，などが

考えられている。これらの要因が複雑に関与し合うことで動脈硬化病

変が形成，進展し，最終的に不安定化するものと考えられている。」

「動脈硬化病変は，長期の間に，さまざまな物質や細胞が複雑に関与

し合って，徐々に量的，質的に変貌して不安定性を獲得していくと考

えられる。」最近の知見として「逆に安定狭心症でも炎症細胞の浸潤

があること，プラーク崩壊が非心臓死の２５パーセントに認められる

こと，安定狭心症でも冠動脈造影で複雑病変を認めることなどより，

必ずしもｖｕｌｎｅｒａｂｌｅ ｐｌａｑｕｅ（傷つきやすいプラー
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ク，不安定プラーク）を有している人のみが急性冠症候群を発生する

のではなく，急性冠症候群発生は全身の炎症や易血栓性を持った血液

も関与すると考えられ，急性冠症候群はｖｕｌｎｅｒａｂｌｅ（ｈｉ

ｇｈ ｒｉｓｋ） ｐａｔｉｅｎｔの概念で考える必要があると思わ

れる。」と述べられている。 

⓷ 平成１７年刊「新・心臓病診療プラクティス４冠動脈疾患を診るⅠ」

の「冠動脈疾患の病型分類とその基準，分類の意義」の項目（甲Ａ６

８０）には，「安定狭心症と不安定狭心症」の分類は「狭心症の重要

度，特に心筋梗塞発症のリスクの高低に立脚しており，最も重要な病

型分類である。しかし，不安定狭心症の多くは自然経過または治療に

より安定化し，安定狭心症も少なからず不安定化する。さらに，狭心

症の発症時はすべて不安定狭心症と診断されるので，両者は狭心症の

全過程の一時期を表す病型でもある。」「不安定狭心症の病型の細分は，

診断基準として幾つか報告されているが，基本的には狭心症の初発ま

たは３～６ヵ月間の緩解後の再発，安定狭心症の増悪，梗塞後狭心症

である。」「安定狭心症の明確な診断基準はない。不安定狭心症の診断

基準に合致しない狭心症が安定狭心症と診断される。」「発症後１～２

ヵ月以内の狭心症は不安定狭心症と診断されるので，安定狭心症も少

なくとも１回は不安定期がある。安定狭心症とは，治療後または自然

経過中に安定化した不安定狭心症である。」と述べられている。 

⓸ 平成１９年刊「内科学Ⅰ第９版」（甲Ａ６７９）には，狭心症の一

般的治療について，「増悪因子，冠危険因子を是正する。最近，脂質

低下療法が不安定プラークを安定化し，心事故を減少させることが報

告されている。」と述べられている。 

⓹ 平成２０年刊「循環器疾患最新の治療２００８－２００９」（甲Ａ

６７８）には，心血管疾患の成因となる「粥状硬化病変ははじめは動
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脈内表面における小斑点状の脂肪沈着として認められ，これは脂肪線

条と呼ばれる。血管壁内に進入したマクロファージは，酸化変性した

ＬＤＬをその特異的な受容体を介して際限なく取り込むことでコレス

テロールを蓄積し，（泡沫細胞化）脂肪線条と呼ばれる初期病変を形

成する。血管内に進入したマクロファージは種々の増殖因子やサイト

カインを産生放出することが知られており，その結果，動脈硬化が進

行する。脂肪線条は，病変の進行につれやがて線維性プラークに移行

する。線維性プラークは結合組織に被覆された平滑筋細胞，マクロフ

ァージ，Ｔリンパ球の浸潤およびそれらの細胞壊死像ならびに脂質蓄

積からなる。さらに病変が進むとついには破綻し血栓閉塞により血流

を遮断するにいたる。」と述べられている。 

⓺ 平成２９年刊「病気がみえるｖｏｌ２循環器第４版」（甲Ａ６８２

の５，６９５）には，「虚血性心疾患の分類，狭心症と心筋梗塞」を

説明する表中において，虚血性心疾患を労作性狭心症，冠攣縮性狭心

症，不安定狭心症及び急性心筋梗塞に分類した上，労作性狭心症の狭

窄・閉塞機序の説明図において，血管内に「アテローム（粥種）」が

形成されて血流を妨げている様子が描かれ，安定狭心症においてもア

テローム（粥種）が形成されることが記載されており，「動脈硬化の

発症と進展，粥状硬化のメカニズム」を説明する図の頭書において，

「・粥状硬化（アテローム性動脈硬化，アテローム（粥種））とは，

血管内膜に脂質や平滑筋細胞，細胞外基質などの沈着物の病的集積が

起き，粥状の隆起性病変（アテローム性プラーク）を形成する反応を

いう。・徐々に，あるいはときに急速に進行し，プラークの肥厚によ

る血管内腔の狭窄や，その破綻に続く血栓形成による狭窄・塞栓をき

たす。」とされて，安定狭心症と不安定狭心症とを区別することなく

記載されている。 
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⓻ Ｂ意見書（乙Ｄ①４５）及びＢ補充意見書（乙Ｄ①６６）には，自

己の意見を展開する前提として，「安定狭心症と急性冠症候群（不安

定狭心症・急性冠症候群・冠動脈突然死）は，どちらも動脈硬化によ

り生じた冠動脈内膜の肥厚病変の肥厚性病変（冠動脈プラーク）が存

在するという点において共通している。」「心筋梗塞，不安定狭心症，

安定狭心症のいずれも動脈硬化に起因する疾患である。」と記載され

ている。また，前者の同意見書中に「内科学第１０版」から抜粋掲記

された「「不安定」および「安定」動脈硬化性プラークの特徴」を説

明する図中においては，不安定プラークの図にも，安定プラークより

は薄いが正常血管より厚い線維性被膜が描かれ，安定プラークの図に

も，不安定プラークよりは小さいが正常血管には無い脂質コアが描か

れて，両プラークが図示されている。 

     上記の各知見によれば，安定狭心症の一つとされる労作性狭心症にお

いても，血管内にアテローム（粥種）が形成される（⓺）とされ，安定

狭心症と不安定狭心症には，どちらも動脈硬化により生じた冠動脈内膜

の肥厚性病変（冠動脈プラーク）が存在する（⓻）とされており，した

がって，安定狭心症も不安定狭心症も，いずれも血管内のアテローム

（粥種）性のプラークが原因となっているといえる。そして，そのプラ

ークには，線維成分に富む安定プラークと，脂質成分に富み線維成分に

乏しい不安定プラークとが存在するのであるが，プラークの形成・進展

のメカニズムについては未だ不明な点も多い（⓶）とされている上，動

脈硬化病変は，長期の間に，様々な物質や細胞が複雑に関与し合って，

徐々に量的，質的に変貌して不安定性を獲得して行く，最終的に不安定

化する（⓶）とされたり，不安定狭心症の多くは自然経過又は治療によ

り安定化し，安定狭心症も少なからず不安定化する（⓷）とされたり，

脂質低下療法が不安定プラークを安定化する（⓸）とされたり，脂肪線
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条は，病変の進行につれやがて線維性プラークに移行する（⓹）とされ

たり，というように，安定プラークと不安定プラークとは一旦いずれか

として形成されると固定されるのではなく，相互に移行し得るものと考

えられているといえる。また，線維性プラークと脂質性プラークとが同

一例の同じ冠動脈枝の違った部位に，又は別の冠動脈枝に生じることも

まれではない（⓵）とされたり，安定狭心症でも炎症細胞の浸潤がある

ことなどから，傷つきやすい不安定プラークに着目するのではなく，患

者ごとに急性冠症候群発生の危険を考えるべきである（⓶）とされたり，

線維性プラークは結合組織に被覆された平滑筋細胞，マクロファージ，

Ｔリンパ球の浸潤及びそれらの細胞壊死像並びに脂質蓄積からなる（⓷）

とされたり，安定プラークにも正常血管に無い脂質コアがあり不安定プ

ラークにも正常血管より厚い線維性被膜がある（⓻）とされたり，とい

うように，典型的には安定プラークと不安定プラークとの区別がされ得

るものの，必ずしも，その区別や心筋梗塞への危険性がいつも明確であ

るとは限らず，脂質等の含有の比較的少ないものから多いものまで段階

的にも存在し得るし，両者が共存することもあり得るといえる。結局は，

両者は各々独立したものではなく，動脈硬化進展の過程の差か，又は脂

質代謝などの影響によるものと考えられる（⓵）とされたり，両者は狭

心症の全過程の一時期を表す病型である（⓷）とされたり，というよう

に，安定狭心症と不安定狭心症とは，臨床経過や病型における区別であ

って，絶対的なものでも固定的なものでもないというべきである。 

以上のとおりであるから，控訴人の，安定狭心症と不安定狭心症とは

発生機序も病態も全く異なり，全く異なる疾病であって，安定狭心症は

心筋梗塞には結びつくことはなく，安定狭心症が増悪しても心筋梗塞を

発症することはないし，心筋梗塞の前駆症状として安定狭心症を発症す

ることもないとの主張は，採用することができず，したがって，放射線
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被曝の影響は不安定プラークの形成についてだけ関連性があるとの控訴

人の主張も採用できない。 

カ なお，控訴人は，上記平成２７年の科学誌（㉕）が動物実験の結果，放

射線照射によりプロテアーゼ活性化酵素であるＭＭＰ－９の発現が増加し

たと報告しているが，これは冠動脈プラークの繊維性被膜が脆弱化，菲薄

化することに関連している物質であり，不安定プラークの形成や破綻にの

み関連していることを示す旨主張し，上記平成１４年の林奉権らの学会雑

誌（⑧）が放射線被曝による炎症マーカーの上昇について報告しているの

も，不安定プラークの形成過程に介在する炎症反応が観察されるものであ

る旨主張する。 

しかしながら，ＭＭＰ－９の働きが必ずしも明確に判明しているとまで

はいえず，また，上記の炎症反応や免疫防御機能と放射線被曝との関連性

についての報告（⑧，⑨，⑫，⑬，⑯，㉑，㉓，㉖）においては，必ずし

もその機序は明確にされてはいないが，安定狭心症と不安定狭心症とを区

別して関連性が報告されてはおらず，さらに，上記文献（⓶）には，安定

狭心症でも炎症細胞の浸潤があることが述べられており，そうすると炎症

反応等を根拠に安定狭心症と不安定狭心症とを明確に区別するということ

はできず，やはり，安定狭心症と不安定狭心症とは臨床経過や病型におけ

る区別であって，絶対的・固定的なものではないというべきである。 

キ 小活 

そうすると，放射線被曝と狭心症全般との間に関連性があるといえ，そ

うすると，放射線被曝と心筋梗塞との関連性について上記エで述べたとこ

ろは，動脈硬化性の狭心症と放射線被曝との間でも妥当するといえるから，

放射線被曝と狭心症との関連性は，０．５グレイを相当程度下回る値まで，

その関連性を肯定することができるものというべきであり，安定狭心症と

不安定狭心症との区別は絶対的・固定的なものではないといえるから，安
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定狭心症であるからといって，一律に放射線被曝との関連性を否定するこ

とはできないと考えられる。 

 現行の新審査の方針の内容を踏まえた検討について 

現行の新審査の方針の内容を踏まえた検討については，原判決１６７頁２

５行目の「アからウまで」を削るほかは，原判決の「事実及び理由」の第３

の１の⑶エのとおりであるから，これを引用する。 

なお，この点について，控訴人は，現行の新審査の方針の積極認定の対象

や範囲から外れた場合については，個別にその放射線起因性を高度の蓋然性

をもって認めることができるかを検討するべきであり，同方針から外れたも

のは，積極認定の対象や範囲内とされたものより，放射線起因性を認めるべ

き科学的根拠が一層乏しいことを踏まえて，相当慎重に判断すべきであると

主張し，これに対して，被控訴人は，放射線起因性は総合的評価により柔軟

に認定すべきであり，言葉そのままに高度の蓋然性を求めるのは誤りという

ほかないと主張する。 

この点については，上記説示のように，現行の新審査の方針の積極認定の

対象や範囲から外れた場合については，上記⑴のとおりの「判断の枠組み」

に従い，通常人が疑いを差し挟まない程度に真実性の確信を持ち得るものと

して是認し得る高度の蓋然性が認められるか否かによって，放射線起因性の

要件が認められるか否かを判定すべきものと考えられ，そして，そのように

して判定を行う際には，現時点においても，放射性物質による放射線が人の

健康に及ぼす危険については科学的に十分解明されていないという科学的な

研究の到達度をも踏まえ，総合的な考慮が行われるべきであるということが

できる。 

 放射線起因性の有無についての総合的な判断材料について 

放射線起因性の有無についての総合的な判断材料については，原判決１７

０頁２１行目の末尾に改行の上，次のとおり加えるほか，原判決の「事実及
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び理由」第３の１の⑷のとおりであるから，これを引用する。 

「 ところで，この点について，控訴人は，放射線起因性の判断において，

放射線被曝に特異的ではない疾病が問題となっている場合には，当該疾病

の発症を招来する放射線被曝以外の危険因子についての評価検討が必要で

あり，控訴人としては，当該疾病の発症が専ら他の危険因子によるもので

はないかとの疑いを抱かせる程度に立証をすれば，放射線起因性の高度の

蓋然性の立証を妨げることができるものである旨主張し，これに対して，

被控訴人は，当該疾病の発症に係わる要因が放射線以外にも複数あって，

互いに関連して疾病が発症し進展するような場合には，特段の事情がない

限り，放射線起因性は否定されるべきではなく，仮に，放射線以外の要因

を検討する場合にも，その立証についての控訴人の上記の考え方は被爆者

援護法の趣旨を没却するものである旨主張する。 

そこで検討するに，上記説示のように，放射線起因性の判断は法的因果

関係の有無に係る判断であり，放射線被曝と当該疾病の発症との間に相当

因果関係があるかどうかの問題であるが，この問題については，当該被爆

者の被爆時の状況，それに続く原子爆弾投下直後の時期における行動及び

負傷等の状況，被爆後における急性症状の有無及び内容，被爆時の年齢並

びに被爆前後における健康状態の変化等々の当該被爆者に係る事情，放射

線と当該疾病との関連性に関する疫学的，統計学的知見ないし被爆後の健

康障害と当該疾病との発症機序の共通性，現行の新審査の方針の内容等，

さらに，専ら原子爆弾放射線以外の原因によって当該疾病が発症したこと

を疑わせる事情がないかをすべて総合評価して，その判断を行うのが相当

と考える。したがって，いわゆる危険因子は，専らそれによって当該疾病

が発症したことを疑わせる事情として総合評価の対象となるものというこ

とができる。」 

３ 争点２（被控訴人の慢性心不全の放射線起因性該当性）について 
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 認定事実 

認定事実は，次のとおり補正するほか，原判決の「事実及び理由」の第３

の２の⑴のとおりであるから，これを引用する。 

ア 原判決１７１頁２０行目の末尾の次に「このとき，被控訴人と爆心の間

に遮る物はなく，被控訴人は閃光を直接浴びた。」を加える。 

イ 同１７２頁２５行目の「同月１３日」から同行の末尾までを「遅くとも

同月１３日に当たる暑い日に，朝早く自宅を出て夕方に戻るまで，」と改

める。 

ウ 同１７３頁１０行目の末尾の次に「このとき，爆心地近くは灰が積もっ

ており，被控訴人らはこれをざくっざくっと踏んで歩いた。」を加える。 

エ 同１７５頁１７行目の「同月９日」を「同年１０月９日」に改め，１８

行目の「紹介され，」の次に「同病院の循環器科を」を，１９行目の「甲

は，」の次に「同年１２月１６日には負荷心筋核医学検査を受け，」をそ

れぞれ加え，２１行目の「冠動脈の」から２２行目の「狭窄を」までを

「冠動脈の♯１に７５－９０パーセントの狭窄と石灰化，♯３―４ＰＤに

９０パーセントの狭窄と石灰化，♯６，♯７，♯９及び♯１２に５０パー

セントの狭窄及び♯１３に７５パーセントの狭窄がそれぞれ」と，２３行

目から２４行目にかけての「ステントを留置された。」を「♯１にロータ

ブレータ（回転式カテーテルによる狭窄除去）が，♯４ＰＤにステントの

留置が行われた。」とそれぞれ改める。 

オ 同１７６頁４行目の「ステント留置」から５行目の「狭窄が」までを

「冠動脈の♯１に９０パーセント（Ｏｓ（入口））の狭窄，♯６に５０パ

ーセントの狭窄，♯７に７５パーセントの狭窄，♯９に９０パーセントの

狭窄，♯１３に５０パーセントの狭窄及びＨＬに７５パーセント（ｓｍａ

ｌｌ）の狭窄が，♯４ＰＤにはステント狭窄のないことがそれぞれ」と，

６行目の「を受けた。」を「が実施されて♯１にステントの留置が行われ
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た。」とそれぞれ改め，７行目の「～３丁」の次に「，５４，５７，５８」

る。 

カ 同１７６頁８行目の「平成２３年３月」から１０行目の「繰り返され

た。」までを，「平成２３年３月５日，呼吸困難等を理由に上記病院を救

急受診し，初診時に行った心筋傷害の検査において，ラピチェック陽性，

ＣＫが６９６（正常値は２４～１９５），ＣＫ－ＭＢが６１．９（正常値

は～２５），ミオグロビンが１９８（正常値は６５以下）であり，担当医

も冠動脈イベント発生を否定し得ないとして，当日の経皮的冠動脈形成術

実施も検討されたが，午後１０時の検査において，ＣＫが６１６，ＣＫ－

ＭＢが５３．４，ミオグロビンが１５４となり，症状が安定に向かったの

で，解熱を待って検査を行う方針がとられることとなった。同月９日の冠

動脈造影の結果，冠動脈の♯１に９９パーセントの狭窄，♯６―７に７５

―９０パーセントの狭窄，♯９に９０パーセントの狭窄，♯１３に７５パ

ーセントの狭窄及びＨＬに７５パーセント（ｓｍａｌｌ）の狭窄がそれぞ

れ認められ，同月１４日には，経皮的冠動脈形成術が実施されて♯１にス

テントの再留置が行われた。ところが，退院後の同年４月１３日に再度失

神し，同月２５日の冠動脈造影の結果，冠動脈の♯１のステント内に９０

パーセントの狭窄，♯６―７に７５―９０パーセントの狭窄，♯９に９０

パーセントの狭窄，♯１３に７５パーセントの狭窄及びＨＬに７５パーセ

ント（ｓｍａｌｌ）の狭窄がそれぞれ認められ，同年５月２日に，経皮的

冠動脈形成術が実施されて♯１にバルーン血管形成が行われた。」と改め

る。 

キ 同１７６頁１２行目の「同年９月には」から同行の末尾までを「同年８

月の術後検査の冠動脈造影の結果，冠動脈の♯１のステント内に９９パー

セントの狭窄，♯５に２５パーセントの狭窄，♯６に５０パーセントの狭

窄，♯７に７５パーセントの狭窄，♯９に９０パーセントの狭窄，♯１１
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に５０パーセントの狭窄及び♯１４に７５パーセントの狭窄が，♯４ＰＤ

にはステント狭窄のないことがそれぞれ認められ，同年９月１３日にバイ

パス術が実施された。」と改め，１６行目の「７丁」の次に「，５４，５

５，６０，６１，６２，６４，７２」を加える。 

 放射線起因性についての検討 

ア 被控訴人の放射線被曝について 

被控訴人の放射線被曝については，原判決１７７頁８行目の「同月１３

日」から同９行目の「以上掛けて」までを「遅くとも同月１３日に当たる

暑い日に，朝早く自宅を出て夕方に戻るまで，」と，同行目の「までとの」

を「までの」とそれぞれ改めるほかは，原判決の「事実及び理由」第３の

２の⑵アのとおりであるから，これを引用する。 

なお，控訴人は，被控訴人は，爆心地から約４．２キロメートルと遠く

離れた地点で被爆し，初期放射線による被曝の程度は僅かであり，その後

に入市したのも原爆投下の４日後であって，誘導放射線による被曝の程度

も僅かであるし，急性放射線症候群とみられる症状も現われておらず，被

控訴人の放射線被曝の程度は僅かである，また，胃がん及び大腸がんで原

爆症認定を受けているからといって，必ずしも放射線被曝による健康影響

が科学的に認められる程度の被曝をしていたとはいえない旨主張する。 

しかしながら，前記説示のとおり，被控訴人が直接被曝を受けたのは爆

心地から約４．２キロメートル離れた自宅近くではあったが，同日に雨を

含む降下物を浴び，爆心地から３キロメートル以内の地点に赴き，爆心地

近くで被爆して帰宅した兄と接触し，１００時間以内に早朝から夕方まで

掛けて爆心地５００メートル付近まで赴いて，その周辺に滞在し，その際

に壊れた水道から相当量の水を経口摂取し，その後も兄に付き添っていた

ものであって，前記（原判決の「事実及び理由」の第３の１の⑵）に説示

のとおり，初期放射線についても，ＤＳ０２を基本とする放射被曝の程度
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の推定は，遠距離被爆者に関しては，その影響を過小評価することとなる

点を考慮すべきであるし，放射性降下物や誘導放射化物質による放射線被

曝線量についても，これらがおよそ人の健康に対して影響を与える程度の

ものではないとはいえないし，内部被曝線量についても，これが人体の健

康への影響から重視する必要がない程度のものであるとはいい切れないこ

とを踏まえれば，被控訴人はＤＳ０２に基づいた試算を上回る線量の放射

線に被曝していたと推認され，被控訴人が被爆当時１２歳という若年であ

ったこと，被控訴人のその後の病歴，特に６０歳代で原因不明の大量下血

をしたり，胃がん及び大腸がんに罹患したりしていること，そして，胃が

ん及び大腸がんについては，現行の新審査の方針に基づき原爆症認定を受

けており，この現行の新審査の方針が前記のように，科学的知見を基本と

していることをも併せ考えれば，被控訴人は健康に影響がある程度の放射

線被曝を受けていたと推認することができ，控訴人の上記主張は採用する

ことができない。 

イ 放射線起因性についての総合判断 

 被控訴人の慢性心不全（狭心症） 

前記認定事実（原判決の「事実及び理由」の第３の２の⑴ウ ないし

（上記補正後のもの））のとおり，被控訴人は，慢性心不全（狭心症）

に罹患しているところ，被控訴人が平成２２年７月頃には労作時に胸痛

を自覚していること，同年１１月頃までは被控訴人に対して負荷心筋核

医学検査が行われていたこと，被控訴人について，ブラウンワールドの

診断基準の重症度分類（①最近２か月以内に発症して狭心症で１日に３

回以上発作が頻発するか，軽労作で発作が起きる増悪型労作狭心症，②

最近１か月以内に１回以上の安静狭心症があるが，４８時間以内に発作

を認めない亜急性安静狭心症，③４８時間以内に１回以上の安静時発作

を認める急性安静狭心症）のいずれかに該当するとの所見はみられない
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ことに照らせば，被控訴人は安定狭心症の兆候を示しているようにも考

えられるが，他方，平成２１年３月に狭窄を除去した冠動脈の♯１が翌

年１２月には９０パーセントの狭窄となったり，平成２１年１月に５０

パーセントの狭窄であった♯９が翌年１２月には９０パーセントの狭窄

となったり，平成２３年４月には狭窄の見られなかった♯５，♯１１，

♯１４が同年８月にはそれぞれ２５パーセント，５０パーセント，７５

パーセントの狭窄となったりしており，各所において極めて短期間に狭

窄が進行しており，このことは徐々に時間をかけて線維性被膜が肥厚と

なって形成される典型的な安定プラークの進展とは合致しないといえる

し，被控訴人の平成２３年３月５日の救急受診時の状況は，心筋傷害マ

ーカーがいずれも相当程度高い値を示しており，担当医も冠動脈イベン

ト発生を否定し得ないとして当日の経皮的冠動脈形成術の実施を検討し

ていたものであり，一部に虚血による心筋の傷害が発生していたと推認

することができるところ，これは，心筋梗塞の前駆症状というべき状況

であって典型的な安定狭心症からは想定し難いものといえ，このような

被控訴人の症状に照らし，さらに，前記説示のとおり，安定狭心症と不

安定狭心症との区別は臨床経過や病型におけるもので絶対的・固定的な

ものではなく，安定プラークと不安定プラークとは，脂質等の含有の比

較的少ないものから多いものまで段階的にも存在し得て，両者が共存す

ることもあり得ることを踏まえると，被控訴人の狭心症は，遅くとも平

成２２年１２月頃以降には，少なからず脂質等を含有する不安定化した

プラークも保有している狭心症であったと考えられ，典型的な安定狭心

症ではないといわざるを得ない。 

なお，この点で，控訴人は，①ブラウンワールドの診断基準の重症度

分類に該当しないこと，②被控訴人が労作時の胸痛を自覚しているなど

労作性狭心症の症状を呈していること，③被控訴人の担当医師が緊急カ
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テーテル検査・ステント治療などの不安定狭心症を疑った治療を行って

おらず，安定狭心症を念頭においた待機的な検査・治療を行っているこ

とを挙げて，被控訴人の狭心症は安定狭心症である旨主張する。 

しかしながら，①ブラウンワールドの診断基準の重症度分類は，増悪

型労作性狭心症を含めて冠動脈イベント発生の危険性の高いものを症候

から診断するものであり（甲Ａ６７７，乙Ｂ１３３），プラークの不安

定化が進行中の場合がすべて重症度分類に当てはまるとはいえないし，

②被控訴人が労作時に胸痛を自覚していたことがあったことは認められ

るが，前記認定の平成２３年３月５日の救急受診の際は，起床時から呼

吸苦があり，前胸部痛，動悸も伴っていたものであることが認められる

（乙Ｄ①７２）から，被控訴人は労作時にしか自覚症状がなかったとい

うことはできないことが認められるし，③確かに，被控訴人の担当医師

は，平成２２年１１月頃までは負荷心筋核医学検査を施行していたこと

もあったが，前記認定の平成２３年３月５日の救急受診の際には，被控

訴人の症状，生化学検査のＣＫ，ＣＫ－ＭＢ及びミオグロビンという心

筋傷害マーカーの値等を踏まえて，冠動脈イベントの発生も想定して，

当日に経皮的冠動脈形成術を実施することも検討していたものであるか

ら，遅くとも，この頃までには，被控訴人は心筋梗塞を引き起こす危険

性のある狭心症であると認識していたということができるのであって，

控訴人の主張はいずれも採用できない。 

 被控訴人の危険因子 

次に，被控訴人に専ら原子爆弾放射線以外の原因によって慢性心不全

（狭心症）が発症したことを疑わせる事情がないかどうかにについてみ

るに，控訴人は，被控訴人は高血圧，糖尿病，肥満，加齢，睡眠時無呼

吸症候群，喫煙といった狭心症の危険因子を保有しており，これらが重

畳的に原因となって狭心症を発症したものとみるのが自然かつ合理的で
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あると主張するので，これらの危険因子について検討する。 

     ａ 高血圧 

乙Ｄ①４１資料１，４５文献７，７０によれば，収縮期血圧が１

０ｍｍＨｇ上昇すると虚血性心疾患の発症・死亡のリスクが１．１６

～１．４０倍上昇するという報告がされているなど，高血圧により虚

血性心疾患を起こしやすくなることは，疫学的に認められており，そ

れを前提として，冠動脈疾患についての降圧目標は，少なくとも１４

０／９０ｍｍＨｇ未満とされ，エビデンスは十分ではないか，心筋梗

塞既往例があるなどリスクが重複している症例では，さらに低いレベ

ル（１３０／８０Ｈｇ未満）を目指して加療すべきものとされている

ことが認められるところ，乙Ｄ①４８，４９，５０，５４によれば，

被控訴人は，平成７年１０月３日に収縮期血圧が１４０ｍｍＨｇを超

え始め，平成８年５月１０日には収縮期血圧が１８０ｍｍＨｇとなっ

て，高血圧治療薬であるレニベースを処方されるようになり，平成９

年１０月以降は，平成２３年４月までの間に１１０回の血圧測定が行

われたうち，収縮期血圧が１６０ｍｍＨｇを超えたことはなく，１５

０ｍｍＨｇを超えたことが７回，１４０ｍｍＨｇを超えたことが３２

回であって，上記の降圧目標やさらに望ましい目標レベルが守られて

いたとはいえないものの，高血圧治療薬の処方を受けて，降圧目標か

らそれほどは離れない程度の状態であったということができ，また，

乙Ｄ①４９，５４によれば，平成１８年４月の検査で心室中隔壁が１

４ｍｍ（正常値は７～１１ｍｍ），左室後壁が１４ｍｍ（正常値は７

～１１ｍｍ）で左室肥大が指摘され，平成２０年１１月の検査で，心

室中隔壁が１３ｍｍ（正常値は６～１２ｍｍ），左室後壁が１１ｍｍ

（正常値は５～１１ｍｍ）でやはり左室肥大が指摘されており，これ

は高血圧による影響と考えられるが，正常値から大きく離れていると
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まではいえず，そうすると，被控訴人の高血圧が慢性心不全の発症に

特に大きく影響していたとまでは認められない。 

なお，一般的に放射線被曝と高血圧との関連性が認められるとす

る知見（⑤，⑦，⑯）もあるところであり，この点で，被控訴人にと

っても，高血圧という危険因子が原子爆弾の放射線以外の原因による

とはいえない可能性もないとはいえない。 

ｂ 糖尿病 

乙Ｄ①４１資料１，７０によれば，耐糖能異常者の脳卒中を含め

た心血管疾患の危険率は，年齢，性を調整すると，正常耐糖能者の１．

９倍と有意に高いという報告や，空腹時血糖１１０ｍｇ／ｄｌレベル

の耐糖能異常者は，７５ｍｇ／ｄｌのレベルの正常耐糖能者に比して，

心血管イベントの発症の相対危険率が１．３３となるとの報告がされ

ており，糖尿病を含む耐糖能異常が虚血性心疾患発症の危険因子とな

ることが疫学的に認められ，そして，血糖コントロールの指標として

は，ＨｂＡ１ｃ（ＪＤＳ）で，５．８パーセント未満が優，６．５パ

ーセント未満が良とされ，空腹時血糖値で，１１０ｍｇ／ｄｌ未満が

優，１３０ｍｇ／ｄｌ未満が良とされて指標とすべきであるとされて

いることが認められるところ，乙Ｄ①４７，４９，５０，５１，５４

によれば，被控訴人は，平成１２年頃までには糖尿病と診断されてい

るが，平成１２年４月から平成２４年８月までの間に，９６回にわた

り，ＨｂＡ１ｃ（ＪＤＳ）を測定しており，このうち，ＨｂＡ１ｃが

７．０パーセントであったことが２回，６．５から６．９パーセント

であったことが３２回であり，ことに平成１８年以降は概ね６．５パ

ーセントを下回っていたことが認められ，上記の指標とされた数値，

特に優とされる数値には達しない状況ではあったものの，深刻な耐糖

能異常があったとまではいえず，一定の範囲でコントロールされてい



 68 

たといえ，糖尿病が被控訴人の慢性心不全の発症に大きく影響してい

たとまではいえない。 

ｃ 肥満 

乙Ｄ①４１資料１によれば，我が国の調査では，ＢＭＩ２５では

ＢＭＩ２２に対し健康障害の相対危険度は約２倍とされるものの，冠

動脈イベントの相対危険度については，性，年齢，高血圧や糖尿病の

有無，喫煙などの補正をした解析では，ＢＭＩ２５以上の群に特に増

加は認められなかったとされており，肥満が高血圧，糖尿病，脂質異

常症等の心血管疾患発症の危険因子に関連があることはあっても，肥

満自体が虚血性心疾患の原因となるのかは必ずしも明らかとはいえな

い上，一般的な健康管理としては，ＢＭＩ２５未満又はウエスト周囲

径８５センチ未満（男性）が守るべき目安とされていると認められる

ところ，乙Ｄ①４６，４７，４９，５３，５４，５６ないし６５によ

れば，被控訴人は，平成３年４月から平成２３年８月まで，断続的に

体重等の記録が残されており，この間のＢＭＩ値は，最低が平成２３

年９月の２２．２，最高が平成１１年８月と平成１４年７月の２７．

３であり，この平成１４年７月以降，２７を超えることはなく，概ね

２６前後の値が続いていたことが認められ，ＢＭＩ値が一般的な健康

管理としての目安を超えていたとはいえるが，一定の範囲内には収ま

っていたものであるから，いずれにしろ，肥満が被控訴人の慢性心不

全の発症に影響を与えたとまではいえない。 

ｄ 加齢 

乙Ｄ①４１文献１によれば，加齢は動脈硬化の独立した危険因子

であり，高齢者ではすでに冠動脈硬化を含めて動脈硬化性変化が全身

に広範に存在する可能性があるとされているところ，乙Ｄ①５６によ

れば，被控訴人は，平成２１年１月に，年齢７５歳で，初めて虚血性



 69 

心疾患と診断されたことが認められ，慢性心不全等の動脈硬化性疾病

を発症するリスクが一定程度高まっていたとはいわざるを得ないが，

未だ後期高齢者（７５～８４歳）の入り口の年齢であったものであり，

各人に等しく訪れる加齢が被控訴人の慢性心不全の発症に特に影響し

ていたとまではいえない。 

ｅ 睡眠時無呼吸症候群 

乙Ｄ①４５文献１１によれば，慢性虚血性心疾患の患者が睡眠時

無呼吸症候群を合併している頻度は約３５ないし４０パーセントであ

るとされるものの，無呼吸が急性冠症候群発症前から存在したかにつ

いてはこれまでに報告がなく，睡眠時無呼吸症候群自体が慢性心不全

の危険因子であるとの知見は確立していないと認められ，被控訴人が

睡眠時無呼吸症候群に罹患していたとしても，これを被控訴人の慢性

心不全の発症の要因として考慮することはできない。 

ｆ 喫煙 

乙Ｄ①４１資料１～３によれば，多くの調査において喫煙が虚血

性心疾患の発症率及び死亡率を高めていることが証明されており，１

日１～２５本喫煙した場合の相対危険率は２．１であり，２５本以上

では２．９となるとの報告もされているが，他方，禁煙による虚血性

心疾患死亡の相対危険度は，喫煙を続けている場合を１とした場合，

禁煙して１～４年で０．６，１０～１４年では０．５に減少するとの

報告や，心筋梗塞患者を対象としたアンケート調査によれば，発症時

５５．２パーセントの者が喫煙していたが，発症後にその７４．２パ

ーセントが禁煙し，２５．８パーセントが喫煙を続けたところ，禁煙

群の予後が明らかに喫煙群に比して長期予後改善を示し，元来喫煙し

ない患者と差がなくなったとの報告がされているところ，乙Ｄ①５２，

５３によれば，被控訴人は，２０歳から遅くとも４９歳に至るまでは



 70 

１日多くとも２０本程度の喫煙をしていたが，それ（昭和５７年）以

降は，喫煙を行っていないことが認められ，そうすると，平成２１年

に被控訴人が虚血性心疾患と診断されるまで，約２７年にわたり喫煙

をしていなかったものであるから，上記のような禁煙に関する調査結

果に鑑みれば，被控訴人の喫煙が被控訴人の慢性心不全の発症に影響

したと認めることはできない。 

この点，控訴人は，血管の内皮が傷害されアテロームが形成され

るという喫煙による影響は禁煙しても消失することはなく，既に形成

された血管内のアテロームが消退することはない旨主張するが，被控

訴人が禁煙した時点で既に被控訴人の冠動脈にアテロームが形成され

ていたと認めるに足りる証拠はなく，被控訴人が禁煙してから慢性心

不全の発症までに約２７年間が経過していることに照らしても，控訴

人の主張は採用し得ない。 

ｇ 重畳的原因 

以上のとおり，被控訴人の高血圧，糖尿病，加齢が被控訴人の慢

性心不全の発症になにがしかの影響をしていることを完全には否定し

得ず，その限りでは重畳的に影響していることも完全には否定し得な

いところであるが，それぞれの態様，程度を考慮すると，重畳的にも，

被控訴人の慢性心不全の発症に特に影響を与えていたとまではいえな

いから，被控訴人の慢性心不全が，専ら原子爆弾放射線以外の原因に

よって発症したことを疑わせる事情は認めることができないというべ

きである。 

ウ まとめ 

そうすると，前記説示のように，放射線被曝と狭心症との間には，０．

５グレイを相当程度下回る値まで，その関連性を肯定することができるも

のというべきであり，不安定狭心症は当然，安定狭心症であるからといっ
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て，一律に放射線被曝との関連性を否定することはできないと考えられる

ところ，前記のとおり，被控訴人は，原子爆弾の放射線被曝によって，健

康に影響がある程度の放射線被曝を受けていたと推認することができるも

のであり，被控訴人は，少なからず脂質等を含有する不安定化したプラー

クも保有する狭心症に罹患しているものであり，前記のとおり，専ら原子

爆弾放射線以外の原因によって被控訴人の狭心症が発症したことを疑わせ

る事情は認められないから，以上をすべて総合考慮すると，原子爆弾の放

射線が被控訴人の慢性心不全（狭心症）を招来した関係を是認し得る高度

の蓋然性が認められるものである。 

第４ 結論 

したがって，被控訴人の原爆症認定申請を却下した処分行政庁の処分は違法

であり，これを取り消した原判決は相当である。よって，本件控訴には理由が

ないからこれを棄却することとして，主文のとおり判決する。 
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